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し翻訳にあたって

(1)ここに訳出したのは， A. H. Ha!sey， Hugh Laud巴r，Phillip Brown， and Amy Stuart Wells 

(eds.) Education : Culture， Economy， and Socieか(Oxford/ New York， Oxford University Press) 1997. 

の巻頭論文 P.ブラウン， A. H.ハルゼー， 日.ローダー， A. S.ウェルス「教育と社会の変容j

(Phillip Brown， A. H. Ha!sey， Hugh Lauder， and Amy Stuart Wells “The Transformation of 

Education and Society : An Introduction")である。

この著作は，編者の 1人であるハルゼ-Ha!seyが，これまで編んできた教育社会学に関する

2つのリーデイングスに続く，第3のリーデイングスにあたる。第 1のリーデイングスは， 1961 

年(清水義弘監訳 f経済発展と教育i東京大学出版会， 1963年)，第2のリーデイングスは1977

年(潮木守一・天野郁夫・藤田英典編訳 f教育と干士会変動(上・下).J東京大学出版会， 1980年)

に出版され，いずれも邦訳されており，それぞれの時代における教育社会学の代表的なテキスト

になっている。第2のリーデイングスである?教育と社会変動(上・下)Jは，原著が出版され

てから20年がすぎ，邦訳もかなりの時聞が経っている O にもかかわらず，今でも教育社会学を学

ぶ者にとって基本文献としての位置を占め，その序章にあたる「教育社会学のパラダイム展開J
はコンパクトにまとめられた戦後の教育社会学史として，多くの者に学ばれている。

新たに出版された第3のリーデイングスは，第2のリーデイングスが出版されて以降， 20年に

わたる教育社会学の発展を集約したものであり，きわめて重要な意義をもっている。これが，教

育社会学の分野におけるこれからの代表的なテキストになることは間違いない。

今回，この著作の巻頭論文を翻訳したのは，こうした意義のある著作の存在と最近の英米をや

心とする海外の研究の動向を出来るだけ阜く，多くの人々に提供したいと考えたからである。お

そらしこのリーデイングスの本格的な翻訳は近いうちに実現されるであろうが，この著作に収

められた論文が序章にあたる本論文を徐いて51もあり，ページ数も 2段級で800頁をこえる大部

であるため，邦訳が自の自を見るには時隠がかかると思われる。これらの点、を考慮し，ここでは

本論文のみを翻訳した。

本書は，ここに訳出した巻頭論文に加えて， 6つのパートから構成されている。第l部「教育，

文化と社会Jに7論文，第2部「教育，グローパル経済と労働市場jに7論文，第3部「国家と

教育労働の再構築J~こ 8 論文，第 4 部「政治，市場と学校の効率性J に 8 論文，第 5 部「知識，

カリキュラムと文化の政治学jに10論文，第6部「メリトクラシーと社会的排除Jに11論文が収

められている。巻頭論文を第1主義にして，第52章表まで数多くの論文が掲載されている。この他に，

第1部を徐く各部のはじめに，比較的短いイントロダクションが付けられている。これらのほと

んどは，すでに何らかの雑誌や著作に掲載された論文を再掲したものであるが 9つの論文は本

書のために独自に執筆されたオリジナルなものである。再掲された論文も 1つの論文以外は，

すべて1980年以降に執筆され， 1990年以降のものも34論文に及んでいる。その意味で，本書は，

まさに第2の1)ーデイングス以降， とりわけ近年の英米を中心にした教育社会学の学問的な営為
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が凝集された本になっているといえる。

(2)ここに訳出した巻頭論文は 6つのパートに収められた論文の位置づけを明確にする役割を

もっている。この論文の随所に各部や各章を参照するように指示があるのは，この点を物語って

いる(ただし，巻頭論文中にある章番号に多くの誤りがあるので，翻訳の際，すべて訂正した)。

そのため，本稿の米海に，狙.掲載論文一覧として本舎の日次を原タイトルのまま表示した。なお，

その襟，それぞれの論文の初出年もあわせて掲載した。

しかし，この巻頭論文は，たんに本書に収められた論文の解説を行っているだけではない。む

しろ，教育と社会が大きく変容してきた現実と，その中で，なにが教育社会学の論点になってき

たのかという点が中心的に叙述され，それを補強するために本書に収められた論文の参照が指示

されていると考えた方が現実に近い。その意味で，本論文は，第2の1)…デイングスに所収され

た「教育社会学のパラダイム展開Jと同様，たんなる解説論文にとどまらず，教育と社会の現実

の変容と教育社会学の関わりについて検討した，独自の論文になっている。

ただし，本論文は， r教育社会学のパラダイム展開Jとは異なり，教育社会学の学問的な震史
を概観するという形をとっていない。叙述の重点は，教育と社会の変容およびそれに対応した教

育社会学の論点の変化になっており，有力なパラダイムを紹介することに重点はおかれていない。

こうした叙述スタイルになったのは，第2の1)ーデイングスが出されて以降， 20年の間に教育も

社会も驚くべき変容を遂げていることにもとづいている。あまりにも大きな変化が生じてきたた

め，現実を説明しきれる有力なパラダイムを生み出すことがきわめて難しくなってきたといって

もよい。

本論文は，はじめにと 1~10の各節から構成されている O このうち， 1 ~ 8が，この20年の間

に生じた教育と社会の大きな変化の特鍛の検討にあてられている。そこで述べられている点につ

いて，詳しくは本論文に委ねるが，一言でいうと，それは，経済社会のグローパリゼーション，

横民地体制の崩壊，ジェンダーやエスニシティの意識の高揚等々による近代社会の原理そのもの

の揺らぎとそれにともなう教育システムや教脊に対する人々の考え方の変化ということになる。

これに続いて 9では，こうした教育や社会の変容，教育社会学の論点の変化にもかかわらず，

教育社会学において古くから議論されてきた「平等jにかかわる論点が事在し続けていること，

そしてその隊獲になっている点が検討されている。そこから，編者たちが「平等Jの問題を教育
社会学の永遠のテーマの 1っと考えていることが浮かび、上がってきて，興味深い。最後に， 10で

教育社会学の方法論として新しい政治算術 (politicalarithmetic)のあり方が提起されている。

そこでは，量的な統計分析の重要性が改めて提起されているのであるが，それをあえて統計学で

はなく政治算術という言葉で表現しているところに，編者たちの意闘を汲み取る必要があろう。

彼らが提起しているのは，たんなる技術としての統計学ではなく，現実社会の変革に結びっく新

たな段階での政治的な算術なのである。それは，経済学が改めて本来の政治経済学 (political

economy) として栓置づけ寵されるべきだという考え方と共通している。

(f寸記)翻訳作業は，はじめに 1~ 6，注を古久保， 7 ~10を小野寺が下訳し，小内が下訳

をもとに，必要な箆所を訳し直し修正を加えた上で，訳語や言い回しの統一を行った。また，そ

の間に，それぞれの訳を相互に検討することも行っている。その意味で，今回の翻訳作業は 3

名の共同作業によるものである。なお， r 1.翻訳にあたってjは，小内が執筆した。
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II.教育と社会の変容

はじめに

こんにち，ポスト産業社会の経済的，文化的，社会的変容によって，教育の役割に関する一般

的な考え方は疑わしいものになっている。かつて国民経済を支配していた重要な手段をグローパ

ル経済が無力化し，国民国家の権力は脅かされている。大衆的教育と産業的効率性を生み出して

いた官僚制度は，今や時代遅れで，非効率であると考えられている。様々なグループが，間有の

宗教的文化的価値に基づいた教育を自分たちの子どもに受けさせる権利を主張しており，社会的

連替の基礎としての共通文化の見直しが迫られている。(1)

社会におけるこれらの変化は産業社会からポスト産業社会への移行，近代社会からポストモダ

ン社会への移行，フォーデイズムの社会からポストブォーデイズムの社会への移行として様々に

説明されてきた。これらの説明は，今日の社会変動の基本的特質を把握しようとする企てではあ

るが，多かれ少なかれ不十分なものである。もし本書における議論の背景について概略を述べよ

うとするならば，教育に関連する現在の基本的な連続と非連続を分析しなければならない。その

ために，戦後の教育，文化，経済，社会の関係について藤史的な考察をすることから始めるのが

妥当であろう。より長期的視野にたって考察するならば，社会学の創始者，とりわけウェーパー

とデユルケムによって取り扱われた問題にさかのぼってみるのも意味深いであろう。たとえば，

ウェーパーは，中国は高度な教育を受けた知識欝級を政治的統治者として広大な領土に配置する

ことによって，国民田家を形成したと理解していた。より有名でよく知られた併は，デユルケム

Durkheim (1977)のフランスにおける「教育の発展jに関する分析であろう。それは，要約す

れば，新しい国民道徳がいかにして社会に浸透し，産業技術に適合され得るのかを説明しようと

したものであった。これは初版が1938年に出版されている。 7年後，第2次世界大戦は終結し，

西洋の経済的ナショナリズムの時代は，テーュルケムが予期したある種の統合された産業社会を出

現させた。 1945年から1973年までの間，西洋社会は，社会的調和の背景であると思われたものに

背をむけながら，急速な経済成長と教育拡大の持代を経験したのである。

1.経済的ナショナリズムの基櫨:1945年一1973年

戦後，教育は国家の政治経済において重要な意味を持つようになり，かつて経験したことがな

しその持代に特教的な経詩的社会的進歩の観念に貢献した。進歩の観念を支えていたものは，

めざましく持続的な経済成長の時代であった。1973年における先進資本主義経済の生産高は，1950

年段階よりも180%上昇した。その配当が所得階層全体にわたって公平にもたらされたという事

実は，成長率と同様に重要なことであった。労働者にとって，これは実費賃金の年3.5%の上昇

を意味していた。人口増加率を年1%と舷定すると，各世代はその親世代の2傍，その祖父母世

代の4倍になると想定できた (Armstrong.Glyn. and Ha汀 ison1991 p. 117)。戦後の経済的成功

にとって鍵となるのは，経済的ナショナリズムの原則の発展である。すなわち，労働者とその家

族にとっての社会的進歩は，国家の経済成長の追求によって促進されたのである。

経済的ナショナリズムは， 20世紀の第三四半世紀において，生活を保証する繁栄，安定，機会

という 3つの原理を税特に結び付けた。これらの3つの原理は，顕家政策，金業組織，家族，教

育がきめ細かく結びつけられるような形で，日々の生活の中に組み込まれた (Brownand 

Lauder 近刊)。経済的ナショナリズムの3つの要素を結び付けたものは，間家が繁栄と安定と機
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会をもたらす権力をもっているのみならず，それを実現する寅任ももっているという考え方で

あった。経済成長と利i簡を達成する最も効果的な方法は，完全麗用を通じての経済的安定であり，

教育や福祉や職業移動を通じて機会を生み出すことである，という認識が国家や大企業に事在し

ていたことは，間家の責任についてのこの感覚を実証していた。戦後，西洋諸障の政府による経

済的ナショナリズムの追求は，大量の経済活動が国家という「壁jの内部において行われ，資本

や磁品やサービスの移動が「国境jで管理されている隈りにおいて，可能となっていた (Panic

1995)。器内の大企業は，大衆消費市場を作ることによってはじめて利溢の可能性を生み出すこ

とができるため，完全躍用を必要とした。しかし，完全雇用は賃上げを要求し生産を混乱させる

ような大きな力を持つ労働組合の脅威をももたらした。とはいえ，繁栄と安定と機会のトリアー

デに基づいた経済的ナショナリズムは， 20年以上もの隠，資本と労働者の利益を調和させること

に成功したのであった。

共通文化は，ハーパーマス Habermas (1976)が技術的合理性と呼んだものに基づいて一元化

した倫理を通じて作られるものであるが，経済的ナショナリズムは，この共通文化を作り出すこ

とによって織強された。このことは近代資本主義に関する 2つの重大な問題に関わっていた。 I

つ目は，社会的連帯と社会的統合についての問題である。報酬や地位の不平等を基本とした資本

主義社会の中で，いかにして社会の凝集力や秩序は維持されるのであろうか。この開いに対して

一貫して出されてきた回答は，自由市場社会はそれが造り上げてきた土台をやがては侵食するで

あろうというものであった (Hirschman1989)。市場は富の蓄積において利己的な文化を生み出

すので，人間同士の合理的でない関係性を破壊し，次第に，社会の偶人主義化，究極的には社会

の原子化に帰結するというのである。戦後，この過桂を組んでいたものは，第2次世界大戦期の

従箪経験を通して場われた態度によって強化された，職場や家鹿におけるヒエラルヒー的な役割

秩序に基づく，技術的合理性の強調であったことは間違いない。

経済的ナショナリズムの時代において，労働に関する官僚制的パラダイムは，組織的効率を説

明していたし，社会の中心的組織原理を証明していた。マックス・ウェーパーは官僚制の特徴を，

f仕事の閤定的分割やヒエラルヒー的管理，細分化された規則や規制を造り上げることを通じて

実現される正確さ，迅速さ，明漸さ，鏡郎正しさ，確実性，効率Jを要求する組織形態という観

点から論じた (Morgan1986， pp. 24-25)。官僚制的組織において，権力は組織的ヒエラルヒー

の頂点に近いほんの少しの人々の手に集中される。彼らは，知識や資源の統制を通じて企業全体

をコントロールし得るのである。それゆえ，官僚制的効率性は，何等新しいところのないやり方

で決まりきった仕事をこなすために，ブルーカラー労働者にもホワイトカラー労働者にも，明確

に規定された役割や手続きや実践に従事するための社会化を必要とした。すなわち，官僚制は社

会的統制のあり方を標準化するような，教育システムに依存するのである。出世するためには，

儲々人は大きな組織になじまねばならないし， r期待される役割を演じる能力が重要な資質とな
るのであるJ(Fromm 1949， p. 82)。
家庭にあっては，一家の稼ぎ手としての男性の役割と主婦としての女性の役割が，ジェンダー

による労働配分と福祉毘家の基礎である家父長制的家族を再生産することに貢献している。もち

ろん，家父長制は古くから事在しているものであるが，女性を鉱山から追放し，子どもを煙突か

ら追放するという改革を伴ったヴイクトリア朝時代の工場生産は，農業を中心とした経済と比べ

れば，性や年齢による労働の分割を厳密にしたであろう。 20世紀における 2つの戦争は，職場と

家庭におけるヴィクトリア朝的秩序を崩壊させた。 1940年代の終わりには，合衆国において既婚
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女性5人中，躍用されていたのはたった1λだけであった。イギリスでは，この数字はもう少し

高かった。家庭や学校における子どもをしつけるという役割についての再検討があったにもかか

わらず，家族におけるジェンダ一役割は，家族の長としての父親が家族賃金を稼ぎ，女性は子ど

もを育てるという理想に規定され続けた。

家庭生活の永続的な安定は，檎祉顕家の発展やそれに関連した社会的賃金という考え方によっ

て補強された。戦後，社会的賃金という概念が浸透してきた。分配方法や水準は国によって異なっ

ているものの，すべての先進国において，福祉支出は1952年から1973年までの間に15%から24%

へと，著しく上昇したのである (Armstrong，Glyn， and Harrison 1991， p. 195)。累進課税率は上

昇し，その結果として，福祉支出は貧しい者により多く再配分された。つまり，福祉支出は，貧

屈を予防したのではなく，貧困の衝撃を縮小したのである。合衆国においては，底辺20%の人の

収入の割合は， 1959年から1968年までの開に全体収入の4.9%から5.6%までに上昇している。こ

れによって貧密状態にいる人は， 22.4%から12.1%へと減少した (Levy1987， p. 56)。これはフ

ランスの貧困者率とだいたい問等のレベルであるが，イギ、リスの7.5%，ドイツの 3%よりはな

おも高い (Armstrong，Glyn， and Harrison 1991， pp. 197 -198) 0 家族に対する国家の福祉的支援

は，収入の差を縮小するように行われたのである。

企業側と労働組合の潤のコンセンサスにもとづいて，社会的賃金はこのようにして労働市場と

社会構造の基盤(典型的には男性を長とする核家族)の潤の要となったのである。当時の風潮では，

家族はほとんどの人を位合する安定的な制度であった。戦後直後の合衆国において，人口の94%

が家族とともに暮らしていた。そのうち， 80%の人が65才より若い配偶者をもっていた (Levy

1987， p. 34)。この時代における家族の安定性は離婚の申し立て件数によっても確認、される。戦

争直前において，イギリスでは100組のうち1.9組の離婚があった。 1950年までにこの数字は7.9%

に達し， 1968年までこの数学が維持され， 1968年以降再び離婚率は上昇を始めたのである

(Rollet and Parker 1972， p. 49)。

「近代J資本主義社会の 2番目の問題は，文化の均質化によって引き起こされた疎外や，共通
文化への河化の過程で、の個々人のアイデンティテイの喪失という問題に関わっているO 共通文化

の理想は明らかに悶呉国家の発展の中に起掠をもっ，近代的なものである。グリーン Green

(1990)は， r臨民教育システムの形成の必要性は以下の 3点にあった。まず，談i練された行政
官や技術者あるいは家人を国家のために作り出すこと，さらに，支配的な国民文化を広め，人々

に国民というイデオロギーを教え込み，生まれつつある国民国家の政治的・文化的統一を創出す

ること，そして，支配階級のイデオロギー的霧権を強国なものにするということであるJ(p画 309)
と結論づけている。もちろん，グリーンのマルクス主義的語法には注意するべきであろう。鵠民

的連帯についての説得的な解釈を提供することにマルクス主義が失敗していることは明らかであ

る。ほとんどの閣においてほとんどの人が， r労働者は国家をもたないjというマルクス主義の
教義を受け入れることを拒否してきたのである。宗教的信仰や民族的'慣習は人々に基本的な影響

力をもつものセあり，子どもの前途をかたちづくる上で学校以上に力をもっている (Gellner

1983， Smith 1995) 0 

もう一度官僚制に廃ろう c フォーデイズム的産業段階の官僚制的な学校は (Brownand 

Lauder 1992， Darling-Hammond第22章)，ナショナリズムと共通文化と共通言語をともに関連さ

せつつ近代世界に導入するという重要な役割を担った。問様に，ゲルナ… Gellner (1983， 1996) 

は，科学的・社会的技術(官僚制はこの中に含まれる)を保証する技術的合理性が，ある種の能
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力概念と関連しているということに言及している。すなわち，首尾一貫して思考する能力であり，

事象や個人を同じように取扱う能力であり，与えられた目的を達成するために，迷信や宗教の影

響を受けることなしに最も効率的な方法を考えるという能力である。これらの技術的合理性と官

僚制の構成要素の関係は，多くの国々においてはっきりと認められる。

官僚制と学校教育は，家族を矯正する手段である。官僚制と学校教育はパーソンズのいう普遍

性や非感情性に依拠しており，これは特殊性や感情性ということとは全く異なるものである

(Parsons' 19~9 ， 1959)。家族は情実を是認するが，学校教育は業績を奨励する。官僚制や学校教

育においては，個々人は成文化された規則にのっとって平等に扱われるべきであるという建前が

存在する。そのうえ，官僚制は，個人の業績について「客観的j基準に基づいて個々人を扱うので，

業績主義の考え方に密接に結びついている。教育において，原則的に個々人は，社会階級やジェ

ンダー，人種といった属性的な特徴に基づいてではなく，能力によって待遇される，ということ

である。この原則は，機会の平等という概念の根源なのであるが，国民国家の発展の文脹では 3

つの機能をもっている。機会均等という概念は， (理論上は)個々人を能力に基づいて選抜し労

働市場に振り分けるという機能をもっ。また，公正な理論に基づいて学生を選抜するという道徳

的原理としても機能する。そしてまた，開化の手段でもある。機会均等の概念は，国家の中で階級，

エスニシティの点で多様な人々が，産業社会で提供される共通の獲得目標に大志を抱き，それを

達成できるという，そのような手段を提供するのである。そうすることで機会均等概念は，個人

主義的な産業社会における個人的成功一ーすなわち，企業や公共機関の中で専門職あるいは上級

管理職になることによって，富や地位を手に入れること一ーをはかる単一の物差しをつくること

に貢献する。戦後の教育の役割は，生まれつきの経済的，文化的，社会的条件に対抗することで

あると理解されよう。

2.教育と経済的ナショナリズム

戦後，はじめて教育は高度産業社会の機能として中心的な位置をしめた。というのも，教育は

社会的公正を進展させる方法であると同様に，経済成長を進展させる重要な投資としてみなされ

たからである。これは高度産業社会の教育の特徴に関する 2つの思いこみを前提としていた。こ

の2つは広く浸透していたもので，現実的なレベルでは混同されてもいた。まず第1に，高度産

業社会において経済的効率を達成するために，出自がどうであろうと，最も才能のある人々を最

も重要で技術的に必要とされる仕事に配置してきた，という思いこみが存在した。それゆえ，も

し偲人が成功する能力をもっているのであれば，社会階級のような古い障壁はもはや社会的措梯

を上向するのに無視されるべきものでしかない。社会的上昇への鍵は，知性という概念にある。

産業の発展を促進させることを期待されるような高い知性をもった人間は眼られているのであ

り，この才能の持ち主たちは教育システムを通じて選抜され，よりいっそう教育される必要があっ

た。なぜなら，ハルゼーとフラウドHalseyand Floud (1961)が述べたように， r教育は近代技
術の開発のための重要な投資である。この事実は，すべての主要産業社会における最近の教育の

発展の環由になっており，……教育は技術革新のj原泉として，いまだ、かつてない経済的重要性を

帯びているJ(p. 1)のであった。
第2に，ほとんどの仕事が徐々に高度化し，長期にわたる学校での教育が求められるようになっ

たため，教育機会の拡大が必要とされた。したがって，半熟練労働や不熟練労働は，機械によっ

て代替され，労働者は技術者や管理者になるか，あるいは拡大する専門職の地位に就くようにな
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るため，すべての人がやがては中間層になるであろう(Clark1962， Kerr et al. 1973)と見なされた。

また，この時期には，教育は民主主義の基盤作りに賞献するとも考えられていた。教育と

主義の関係は，長い間に西洋思想、のなかで立証されてきたし，合衆国のジョン・デューイやイギ

リスの R.H.トーニーの仕事によって20世紀にはとくにそれが促進された。 1950年代や60年代の

アンソニー・グロスランドや A.H.ハルゼーの書物も同様の役割をはたした。教育と民主主義の

関連が重視されるようになると，デューイの基本的な考え方，すなわち f民主主義は単なる政治

の形態、なのではない。それは何よりもまず社会生活の一様式なのであり，伝達された経験を共有

することなのであるJ(Dewey 1916， p. 101)という考え方が注目を集めた。こうした f社会生活j
の形態に最も賞献したのが公立学校であり，総合制中等学校であったといわれている。そこでは，

出身階層，エスニシティ，ジェンダー，能力の点で様々なタイプの学生が混在し，各々の考え方

について覚容性をはぐくみ，相互に尊敬を育てることができた。これこそ民主主義の典型とみな

されたのである。

公立学校の理想、は，時代の精神の多くを体現していた。「進学Jコースと「職業Jコースへの
学生の選抜を，在学後期まで延期することによって，彼らに自分の瀞在的な学力を見極めるチャ

ンスを与え，いっそうの機会均等を提供することが自論まれたのである。ジェンダーや文化的背

景の異なる学生が皆詞じように学ぶことも当然のことと思われていた。同等に扱われることに

よって，すべての子どもたちが利話を得るであろうと考えられていた。そして共通の待遇や経験

から，民主的な生活の本質や基本が教えられると思われていた。この時代の民主主義的社会主義

者の考えによれば，公立学校という考え方は，賠級やジェンダ…，エスニシティのi壕轄をとりこ

わす上で重要な前進であり，現在でも依然としてそう主張されている。だが一方で、，ポストモダ

ニズム論者の観点からすれば，それは，後述するように，当時の同化主義の延長と見なされる。

経済的ナショナリズムの時代に教育に見受けられた楽観論は， 1950年代， 1960年代の教育の拡

大に対する政府支出にも反映された。経済的効率と社会的公正という二重の目的を達成する手段

として，教育の拡大と「総合化jの流れに沿った教育の再編を全政党が支持していたにもかかわ

らず，政治家，ジャーナリスト，政策立案者が f教育と政治を切り離すjという美徳を賞賛する

声が聞こえてくるのが一般的であった。

結巣的に，西洋世界の教育システムは，産業社会における中間層向きの織業の拡大に対応して，

人的資本(この言葉は1950年代半ばに使われるようになった)を提供するという新しい役割を担

うようになった。 1938年には，イギリスの11才から18才の年齢の子どものうち，たった8.4%だ

けが公立中等学校へ通うに過ぎなかったO しかし， 1951年までにこの数値は30%にまで上昇し，

1968年までにさらに37%以上に上昇した。高等教育も拡大した。 1938年には全日制の高等教育の

学生は69，000人であったが， 1963年までにその数は215，000人に上昇し， 1970年までにその数は

倍になった。このように教育は拡大したが，イギリスでは，ヨーロッパの国々と同様，教育，と

りわけ高等教育への患家の関与という点からいえば低い水準から出発したことが指摘されるべき

である。しかし，いったんスタートすると，教育への国家の関与が次第に大きくなり，先進資本

主義社会において教育の重要性が新たに見出されたことを皮映して，この時鶏，教育への支出は

大いに増加した。 1940年にはイングランドとウエールズの歳入のうち2.1%が教育のために使わ

れていたのだが， 1965年までにこの数値は4.1%まで上昇した。授史的にみて，アメリカの中等

教育修了者や高等教育進学者数は，ヨーロッパに辻べるとはるかに多いのであるが，合衆国にお

いても問様の教育拡大の道のりが認められた。 1930年にはアメリカ人の学生の 7%が4年制大学
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を卒業したのに対し， 1960年には18%へと増加したのである。 (2)

しかしながら，中間層向きの仕事が拡大し，教育された労働力が増加したにもかかわらず，誰

もがいつかは中筒層向きの仕事につくようになり，職業と地位が業績によって決定されるように

なるという理想は，神話となった。中間層向きの仕事が増加し，教育の機会が拡大する限り，こ

の神話は受け入れられていた。しかし，労働者階級向きの仕事はなくならなかったし，すでに特

権的であった者の特権性は維持されたのである。大学は専門的，管理的職業従事者の家庭出身の

学生によって占められていた。個々人の生活機会において，知的能力が考慮されたとしても，社

会的出自は重要な要隈であり続けた。たしかに，職業構造の変容は，労働者階級出身者が職業ヒ

エラルヒーの上部と中間部に入り込む余地をより多く作り出したが，特権層の再生産は維持され

たのである。

3.経済的ナショナリズムの崩壊

1970年代初頭の第l次「石油ショックjは，経済的ナショナリズムの崩壊をもたらした。シュ

ンベーター Schumpeter (1976)が「創造的崩壊の嵐Jとして描いたように，繁栄，安定，機会
のすべてが境問視されるようになった。石油価格の高騰による世界的な景気後退は，世界経済に

おいてフォーデイズムを特撒づける規格化された商品やサービスの大量生産は，もはや労働者と

その家族の経済生活を支えることはできないという意識を効長した (Pioreand Sable 1984)。輸

送コストの低下と新しい技術事新により，多間籍企業が比較擾位性をもっ国に(絶対必要とはい

えなくとも)生産を移動させることが，経済的に可能になった (Cow!ingand Sugden 1994)。必

要とされる労働が，規格化された商品やサービスの大量生産におけるようなそれほど熟練を要し

ないものであるならば，重要な要闘は労働コストになるであろう o それゆえ，多国籍企業は規格

イとされた大量生産を，北アメリカや陸ヨーロッパよりも労働コストの低い新興工業諸国 (NICs)

に移しがちである (Wood1994)。たとえば，フィリピンやベトナムにおいては，フランスの労

働者1人あたりのコストで47人の労働者が雇用できるのである (Goldsmith1995， p. 125)。その

結果，西洋諸鴎はアジア・アフリカ諸障と競争するために賃金コストを下げるか(これを実現す

るのはきわめて困難であろう)，市場において「品質j面での比較優位をかちとるべく努力しな

くてはならないといった議論がなされるようになっている。この議論において，莫大な利識や収

入は，依然として隠品やサービスの新しい市場に対応する新しい技術を開発できるような企業や

労働者によってもたらされる，と考えられている (Thurow1993)。

それゆえ，超国家企業は，重要な投資を世界中のどこでなすべきかを決定する権力をもつよう

になり，彼らは，投資，職務，新技術の分野での世界的競争 (globalauction) を造り上げたの

である (Brownand Lauder第10章)。このような状況の中で，超国家企業は，高度に熟練した労

働力や精巧な輸送システム，金融通信システムの基盤を準備する一方，税金や労働コストが低い

悶々に投資するであろう。要するに投資されるためには，国家は税金や社会的保護費用を低く

抑えながら，精巧な基盤が引き渡されるような条件を提供するか，造り上げなくてはならないの

である。

その結果， 1970年代初頭から始まったグローパル経済の性質の変化は，国民国家の権力の弱体

化を招いたという通説が存在する (Held1995)。資本に欝する関境統制の撤廃や趨罷家企業の勢

力の増大，電子革命によって実現可能になった高度情報処理技術は，どのようにして経済が最良

に操縦され得るのかについての新しい問題を生みだした。これらの新しい状況下では，ケインズ
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的な需要調整に関わる政治的手段はもはや有効ではない。実際，新しい経済条件によって登場し

た「問題jに直面しなくてはならない一方で，閤民間家は無力化しつつある。しかしながら，国

境を越えたどジネスが，どれほど間民生活や経済政策に影響するかについては，少なからぬ議論

も存在している (Hirstand Thompson 1996)。にもかかわらず， 1970年代後半から競争的他人主

義や市場原理というイデオロギーを取り入れた英語閣の国々では，貿易に関して国境をなくすこ

とが穣様的に推し進められたのである。実際，描祉国家，社会的賃金，労働組合の発展は，ニュー

ライトにとって，グローパル経済における巡洋国家の競争力の要になると信じられている食業文

化を完全に掘り崩すものとみなされる。

それゆえに，ニューライトは，今日の生活のすみずみにわたって市場競争の原理を浸透させる

ことを改めて主張し，その結果，社会的賃金の理想が依拠していた福祉手当の剖減が行われた。

また，ニューライトは，労賃を「人為的にJヲ!き上げると思われた労働組合の力を縮小するために，

反組合法制定化政策を導入した。これらの政策がライク Reich (第9章)が言うように世界労働

市場の変化の徴候であるのか，あるいはブラウンとローダー Brownand Lauder (第10章)が主

張するように世界的競争へのイデオロギー的反応であるのか，は議論すべき問題である。しかし

ながら，このような政策の結果として，経済成長が全国民の繁栄をもたらすという関係は崩れさっ

たのである (Krugman1993)。英語圏社会においては，大学を卒業していない者の所得は著しく

低下し (Murnaneand Levy 1993) ，失業率は大輔に上昇した。そのため，財産と所得が両極分解

している。福祉手当の減少とあいまって，この間桜分解は貧困者率の急上昇をもたらし，その貧

問は子どもたちに深刻な影響を与えている (Halseyand Y oung第52章)。

世界的規模での競争，技術進歩，規格化された商品やサーピスの大量生産からの転換 (Piore

and Sable 1984) により，官僚制的パラダイムの組織効率も疑問視されるようになった。 f付加

価値Jのついた製品やサービスを求めるという市場の急速な変化のなかでは，官僚制的パラダイ
ムは競争に不利なものとみなされたのであるO ロザベス・モス・カンターのような有力な経営コ

ンサルタントたちは， r企業家的創造性と組織の規律，すなわち協同やティームワークを結びつ
けることによって， 1:云統的企業に対し企業家的原則jを導入させるための人材が必要なのだと論

じている (Kanter1989， pp. 9-10)。ネットワーク，エンパワーメント，リーダーシップ，ティー

ムワーク，ダウンサイジング，ライトサイジング，リエンジニアリング，コントラクテイング・

アウトといった新しい雷葉も登場した。職場における矯報技術の集中と統合，情報や意志決定の

自由化と迅速化，ティームワークやプロジ、ェクトワークの重視，柔軟な勤務体制の必要性一一品こ

れらを諸要素として，弾力的で適時性のあるパラダイムが構成されるようになった佃rownand 

Scase 1994)。これにより，組織は新しい技術に多く投資するようになっただけではない。職能

資格や職制の構造とともに新規採用，社内コミュニケーション，報酬，昇進などのシステムに

ついても再考され，再編されたと雷えるだろう。たとえば，カンター Kanter (1989)によれば，

このパラダイム転換は，地位から実行力へ，身分から貢献への変化を導いたのである。このよう

な変化において，賃金とは，企業のヒエラルヒーを登る能力に対してというよりも，仕事の内容

に対してのものとなる。つまり，組織の指撮系統の地位に対してというよりも， r付加価値jを
生むための賞献に対して賃金は支払われるのである。

組織に関するパラダイムのこのような変化によって，私的セクター，公的セクターともに組織

のリストラが大規模になされるようになった。組織が，競争尽力や不安定な市場，技術革新，コ

スト削減に対応する方法は様々である。柔軟性のあるパラダイムは，職場の民主主義，仕事の満足，
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社会的公正の増進といった点で進歩的な特徴を示すと考えられているが，この特徴は，ほとんど

の場合，現実というよりも見込みにすぎない。公私にわたる紙織のリストラがもたらした最も顕

著な特離は，アメリカやイギリスの企業が精力的に「ダウンサイジングjの方針を推し進めてき

た結果としての職業の不安定性や失業者の増加であり，官僚制的なキャリアの消滅なのである。

これらには，一時解麗や「自主j退職，雇用凍結，様々な仕事を他の会社，コンサルタント，

負人，自営業者へ外注することによる労働コストの削減が含まれる。合衆国において1985年から89

年の間の急速な雇用拡大の持期においですら 3年以上向じ所で雇用されていた430万人の従業

員が，工場閉鎖や経営の失敗によって，あるいは f過剰雇用労働力jと見なされて解雇された

(Herz 1991) 0 1992年にはアメリカの会社の一時解雇はおおよそ1，224，000人に達したが 1年

後には1，314，000名にまで増加した (Mishraand Mishra 1994) 0イギリスでは1，000の大手企業が，

よりいっそうのコスト削減を求めて， 1993年の 3月までの 1年間に150万人の労働者を切り捨て

たのである (Cassell1993)。

大量麗用をする組織は，長期躍用という展望を保障してきたが，こうした総織がなくなること

によって，どのような雇用形態の労働者も労働市場にrJ11質応Jしなくてはならなくなった。つまり，
余剰人員にならないように，あるいは失業せずにすむように，より多くの人々が短期契約，自営，

低所得就業に生き残りの道を見いだしていくのである。中規模から大規模な組織の宮僚制的な

キャリアに依害している中間層であっても，将来の不確実性に甘んじなくてはならない

(Newman 1993， Butler and Savage 1995)。教育システムそれ自身も，戦後の教育拡大の黄金賠

であったにもかかわらず， r象牙の事Jという安全な安息所にはほど遠かった。それどころか，
大学における f低賃金jの娃期躍用や学校での「臨時教員Jが，学問の世界の雇用の特徴であっ
た (Halsey1995)。さらに，この不安定という感覚は家庭の構成や性質の変化によって強化され

ている。未婚の母や離婚した女性は，収入階梯の最嵐辺に臨りがちである。子どもを伴って新し

い住まいに移り，子どもたちを新しい学校に通わせなくてはならないからである。学校はその共

同体的性格を喪失している O より暮らし向きのよい「共稼ぎj家族にあってすら，職業的な身分

保障についての不安に悩まされているのが典型的である。

結局のところ，経済的ナショナリズムの崩壊は，教育機会や社会移動についての戦後の理想を

両方とも損なってきたのである。しかし，逆説的ではあるが，教育についての財源，統制，組織

をめぐる政治闘争が激しくなってきた一方，教育というものを従来以上に個々人あるいは国家の

将来の経済的繁栄にとって重要なものとみなすような，新しい国際的コンセンサスが存在するよ

うになった。

4.教育とグ口一パル経済:新しいコンセンサス

教育システムは， 1970-1980年代において，社会的経済的問題を抱えていると非難されてきた

が，政治的エリートの意志を怯える教育の力は，公の場酉では決して問題にされることはなかっ

た。実際，現在は，教育を将来の経済的繁栄にとっての鍵とみなすような新しい fコンセンサスj

が，右派陣営と左派陣営の間に存在している (Drucker1993， Avis 1993，ただし Avis et al. 1996 

を参照)。新しいコンセンサスは，今世紀半ば， r嘆のある」経済が次第にグローパル経済へ移行
したため，経済競争の結果を左右する毘家の権力が弱まったという認識にたっている (Reich

1991)。それゆえ，経済政策の局患で厳しい制眼が国家に押しつけられている現在，教育はよりいっ

そう政治的重要性を帯びたのである。実際，間家の競争的優位性は，国際的な基準に従って判断
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される国民の教育の質や教育訓練システムの質によって，再定義されるようになっている

(Carnevale and Porro 1994)。この考え方の本質は，ピル・クリントンによる，教育についての

大統領教書からの抜粋のなかにもあらわれている O

今日，アメリカの経済的強靭さの鍵は生産性の上昇にある。 1990年代以降，教育，コンピュータヘ高

速通信処理技術は世界中に拡大した。このことが窓味するのは，われわれが何を得るかは，われわれが何

を学び，学んだ、ことをアメリカの労働現場にどれくらい花、用できるかにかかっている，ということだ。よ

く知られているように 1人の大学卒業者が就職1年呂において高校卒業者よりも70%多くを稼ぐのはそ

のためである。高校を中返したあるいはお校は卒業したけれどもそれ以上の教育も職業訓練もうけていな

い表年労働者の稼ぎが，この10年隠だけで20%以上も落ち込んだのもこのためである。(3)

それゆえ，生活水準の劇的な落ち込みゃ経済成長の停i帯，失業の増加を防ぐために，国家がと

るべき道は，新しい技術へ投資し，人的資本の費を改良し，あるいは新しい雇用機会を作り出す

ために外国からの投資を引きつける方法として，労使関係政策を改めて，競争的優位性をかち取

る以外にはほとんどないのである (Thurow1993， 1LO 1995)。経済的ナショナリズムの時代と同

様，教育の新しいコンゼンサスによって，世界中の多くの場所で，義務教育以降の教育は劇的に

増加した。高等教育に関していえば，多くの悶々で大学に通う世代はそのコーホートの約8%か

ら30%へと上昇したのである (Halsey第42章)。教育の新しいコンセンサスと第三段階教育

(tertiary ed祖cation)の拡大に対する政治的支持を説明するためにどんな理由があげられるにせ

よ，ポスト産業社会における教育の重要性は，より一層の研究や分析を必要とする多くの問題を

抱えている。これらの問題には，教育と労働市場の変化しつつある関係も含まれている。とくに，

われわれは，教育が生産性の向上を導き得るのかどうか，個々人の創造性を拡大し，雇用機会を

増大し得るのかどうか，関わねばならない。

5.教膏と経済的生産性:萩しいコンセンサスへの疑問

教育と経済的生産性の問題について，新しいコンセンサスが. 20世紀における長期的な傾向，

すなわち，教育と経済の緊密な結びつきを志向する長期的な傾向の中にある点について，嬢開の

余地はない。 f経済発展と教育j(1961)の序章においてフラウドとハルゼ-Floud and Halsey は，

次のように記している。

過去悶半世紀以上の間，中等教育ならびに高等教育は著しく拡大したが，それは，強烈な職業志向性に

よってもたらされたものだ。教育はますます「訪iI練」としての性格を帯びている。専門化がより早い段階

でおこり，より徹底的になり，次第に現代の職業や専門性の要請に夜接，関連したものになってきている (p.

9)。

しかしながら，いまや高度な内容を持つ普通教育の方が，狭く専門化された職業教育よりも，

めまぐるしい技術変化という状況にはより適合的であるという合意が一般に広まっている。だが，

その一方で.r職業J教育と「普通j教育の正確な関係性については解決されないままである
(Pring 1989， Carnevale and Porro 1994)。アシュトンとスンは，最近の議論について，新しい

経済競争のなかで従来考えられてきた以上に教育と労働との密接な関係が重視されるようになっ

ているとまとめている(第12章を参照)が，この議論は継続しそうである。それらの議論の意味

することは，教育システムは経済的有益性にほとんど完全に従属しており.21世記には経済的繁
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栄にとっての必要条件に変わるのだということである。これがポスト産業経済における教育と労

働市場の典型的な関係になるかどうかは，議論の余地のある問題だが，このような経済において

はより高度に教育された労働への需要が高まるということは，ほとんど疑いの余地はない。ガリー

とホワイト Gallieand White (1993) によると，英患では，情報技術の導入によって，経済界の

不熟練肉体労働分野以外のすべての仕事に，より高度な技術が必要とされるようになった。また，

リドリーとウィルソンLidleyand Wilson (1995)の試算によれば，管理的，経営的，専門的な

仕事が， 1981年の20%から例年には26.4%に上昇し， 2001年には28.7%に達する見込みである。

アメリカにおいてはブロック Block (1990)が， 1960年代後半からの戦業の傾向について実証研

究を行い，次の2つの点を明らかにした。 1つ目は，アメリカの雇用労働者の大半が， r相当な
技術を必要とするJ職についていることであり 2つ目は，技術革新が「ブルーカラー的職種に
おいてもホワイトカラー的職種においても，一般的に熟練レベルを上昇させているjことである

(1990， p. 86)。さらに，労働省が発表した数字は， 1990年から2005年の関に， r管理的j職業の
数は76.6%増加するであろうと予言している (Silvestri1993) 0 (4) 

そのうえ，教育を受けた労働力の欝要の増加は，しばしば，製造業からサーピス業への躍用の

変化をともなっている。 1950年には，合衆国において，仕事の33%が製造業， 53%がサーピス業

におけるものであり，イギリスではその数値は46.5%と48%であった。しかし， 1987年までに合

衆国では，その数値は27%と70%に激変し，イギリスでは30%と68%になった (Maddison1991)。

それゆえ，製造業はもはや経済にとって重要性を失うとともに (Cohenand Zysman 1987)，工

場労働者の数は劇的に減少しているのである。しかしながら，サーピス部門は不均費であり，内

部に多くの「がらくたjの仕事を含んでいる。たとえば，レヴイ Levy (1987)によれば，アメ

リカでは，サーピス部門へ参入したブルーカラー労働者は，王子均で前職の給料の60%しか得てい

ない。これらの数字は仕事の安定していた人々にも関わっている。なぜなら，すでに指摘してき

たように，ホワイトカラーの仕事は徐々に不安定になっているからである。たとえば，事務の単

調な仕事は「リエンジ、ニアリングJとして知られる過程を通じて，新技術に置き換えられている

(Head 1996， Hammer and Champy 1993)。アロノヴイツツとデファチオ Aronowitzand DeFazio 

(第11章)は，最近の変化の結果として，過去10年間にみられた以上に熟練技能の解体や失業水

準の上昇がすすむであろう，と考えている。それゆえ，熟練技能の向上，再熟練，そして熟練技

能の解体をめぐる，いくぶん混乱した状況 (Braverman1974)について，早急に研究が必要で

ある。このような研究が必要なのは，労働の構造的変化は，ポスト産業社会における階級構造の

変化にとって大きな意味をもつからである (Esping-Andersen1994)。また，労働の構造的変化は，

今日の子どもたちが教育上，成功するか失敗するかという点で，必然的に影響力をもつであろう。

(1)学鹿インフレと社会的葛藤

教育と経済の生産性の結びつきを明らかにしようとする研究は，その意図にかかわらず，理論

的にも経験的にも失敗してきた。この事実は，最近の傾向を理解するという問題の難しさをよく

表している (Klees1986) 0主な問題は，教育と経済的生産性の聞の悶巣関係を明確にすることが，

不可能ではないにしても非常に難しいということにある。これには 2つの互いに関連した理由が

存在する。 1つ自は，学歴インフレという現象において最もはっきりみられるように，教育と生

産性の関係には，権力の問題が介在していることである。 2つ告には，どのような熟練技能が必

要とされるかは，技術の開題であると同時に，きわめて社会的な問題なのであり，利害関係や社
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会的葛藤に影響されやすいのである。

は1つの地位的財産である(Hirsch1977)。地位的財産は，希少なものであると社会的に

認知され，それゆえ， r最も高い値段の入札者が獲得できる競売J(pp.28-29)にもとづいて誰
にそれが割り当てられるのかが決まるという特徴そもっている。このことは，学歴に対する過度

の要求に対処するために，学歴インフレやふるい分けのメカニズムが生ずるという，コリンズ

Collins (1979)が仮定した結巣を招く。学歴インフレは，希少価僚のヒエラルヒーを増長し，もっ

とも希少でもっとも価値のある学臆に向かつて，このヒエラルヒーを登るために儲々人がより多

く投資することを要求する。職をめぐる選抜に勝ち残るには最高の学歴が必要であるが，最高の

学歴に必要とされる資質を増大させることによって，ふるい分けは機能する。しかしながら，職

を得るために必要とされる資質は，知的な資質だけではない。幾人かの理論家たちは，学歴の目

的は，認知能力と同等にパーソナリティ特性を選抜することにあるとみなしたのである (Collins

1979， Bowles and Gintis 1976)。これは近年の状況に密接に関連した重要な問題であり，われわ

れは後にこの問題にたち民ろう。

学歴インフレに関するハーシュの分析においては，藤用労働者が高い学涯を得れば得るほど彼

女あるいは彼の生産性は高くなるという，クリントン大統領の引用に反映されている人的資本論

何Toodhall第13章)の仮説はっき撤されている。ハーシュの分析によれば，学歴インフレは，

ある種の競争の結果を反映していると考えられている。その競争において，より高い位壁にある

社会経済的集聞は，エリートの職業につくために必要とされる教育水準を引き上げることによっ

て，彼らの特権を維持し再生産しようとするのである (Brown第48章参照)。もし，これが事実

であれば，第三段階教育の拡大の理由は，教育と経済効率の直線的な関連にあるだけではなく，

部分的には，学歴獲得競争にあることになる。広義にとらえれば，学歴に対する要求は，子ども

たちの将来を安定させることに熱心な，増加しつつある中間程の圧力によるものであるかもしれ

ない。この叙説が正しいのであれば，保守派のイデオロギーからすれば，第三段階教育から恩恵

を受けることができるのはほんのひとにぎりの学問的エリートに過ぎないという根拠で，そのよ

うな教育の拡大を拒否すると思われるのに，なぜ保守派の政府ですら教育拡大政策を推し進める

のかという問題を説明できる。そうしなければ，中潤!醤の票を失うであろうから，である。 (5)し

かしながら，教育拡大の結果，高等教育を受けた労働者の供給と，高度な技術的，学問的資質を

必要とする従業員の需要とのミスマッチは拡大するであろう。それゆえ，われわれは，将来にお

いて，この状況から生じる「才能の浪費Jという政治的難問，すなわち，野心的で高い教育を受
けた労働考の一大勢力に，いかにして職業的野心を抱かせないかという難問が，拡大するだろう

と予澱できる。

(2)社会的葛藤と技能の変化

「技能jの定義についても重要な変化があった (Block1990)。それは，より高度な技能をもっ

た労働力を志向する経済界の潮流を反映したものというわけではなかった。すなわち，この変容

とは，組織効率のパラダイムが官僚制的なものから弾力的なものへと変化する中で，企業による

個々人の能力についての定義が変化したことによっている。こうして，企業は，労働者が技術的fノ

ウハウjをもつことを期待すると同時に，個人的・社会的な技能をもっ嬢秀な労働者の必要性を

強調するようになった。少なくとも「中核J労働者に関しては (Atkinson1985)，めまぐるしく
変化する環境のゆでも働く能力をもち， rルールを守るjこと以上に「ル}ルを作るjことができ，
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プロジェクトチームで働くことができる上に，組織の他の人々と「個人的にjうまくやれること

が期待されるのである (Brownand Scase 1994) 0 

それゆえ，組織的な効家がコミュニケーションや交渉，ティームワークといった人と人とを結

ぶ技能に依存すると見なされれば見なされるほど，企業倶1からすれば，学校や短大ならびに大学

における官僚制的伝統は，問時東された無能力Jのー形態と見なされる (Merton1957， pp. 197 ~ 198 
を参照)。さらにいえば，卒業証書が，学生のティームで働く能力や社会的・倒人的技能につい

ての能力というよりむしろ，繰り返し行われる特定の試験を乗りこえる個々人の能力や意欲につ

いての情報を伝えるものであることを考えると，卒業証書は，今や，企業が新入社員候補につい

て知りたいことについて，ほとんど何も語らないのである。

その結果，企業は特殊な事業業訓練プログラムを含む教育システムではなく，学生のビジネス意

識，コミュニケーション技能，自己管理能力を充実させるような学校を強く要求するようになる。

したがって，学力試験による評価ではなく，学生の能力，資質，達成度をより広い範聞で統合し

た「人物情報Jが利用されるようになる。それは教育の伝統的なあり方に今のところほとんど影
響を与えていないものの，学生の個人的，社会的技能を重視しようとする会業領Ijの態度に明確に

対応したものである。ただし，教育に対する外部からの介入が増大しでも，教育システムに見ら

れる知識の類部・枠づけ，構成員聞の相互作用，組織的な実践と，食業綴織におけるそれらとの

矛盾が増大する可能性がなくならないことも事実である (Bernstein第3章)。この理由のいくつ

かは，理解し難いものではない。教育と労働市場の関係は， r立す応J(Bowles and Gintis 1976) 
というよりも，矛盾，意図せざる結果， r強制されたj統合を意味しているからである。たとえば，
lつの問題と Lて，教育においてグループワークは支持されない傾向にあるということがある。

なぜなら，教育機会の民主化は成功や失敗の傭人化に依存しているからであるo 能力や成果は，

メ1)トクラシーの概念河様，偲々人を単位として判断されるべきと考えられている。河様に，グ

ループ評価も，学校教育においてティームワークを奨励する方法として紹介されてはいるが，個々

人の成績を決める必要があるときに評価するのが困難であるので，拒絶されているのである。

しかし，教育における個人的社会的技能を発展させることが重要だという意見は，エリート校

や媛大，大学からの広範な支持を得られそうにもない。というのも，卒業資格に到達したという

保証は， r自に見えないj問題用紙によって選り分けられた「知識jの「客観的j評価に，依然
として基づいたままであるからである。このような状況では，個人的，社会的技能を学校で教え

ることは，中間層の子どもであればインフォーマルな教育や社会的な教育によって f自然にj身

につく (Bourdie臼 andPasseron 1977) ような傭人的資質を欠いている者に対しての， r禄償J教
育の最新版を意味している (Halsey1975)。しかしながら，家庭環境，教育，資格，ジェンダー，

エスニシティに規定されて獲得される文化資本は，自己の主体的な「内部の世界jを労働市場に

おいてさらけだすような，そのような f個人的資質Jを統合するように， (訳注一一労働市場が
かつての学歴や技能とは異なる f偲人的資質Jを求めるように変化するのに対応する形でJr再
忽装jされなくてはならなくなりつつあることも，ほとんど疑う余地がないように思われる

(おrown第48主義)。

(3)変わりゆく労働市場におけるジェンダーと技能

製造業部門からサービス部門への麗用の変化にともなって，女性の労働市場への参入比率も増

加してきた。このことにより，社会化や社会統制における性別役割に関しての既存の思いこみは，
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疑わしいものとなりつつある。「寛大なJと呼ばれる60年代ですら，男の子は将来の「一家の稼
ぎ手Jとして社会化されるべきであり，女の子は将来の「主婦jとして社会化されるべきである
という考え方を支持する公式見解を見つけることは困難で、はなかった。イギリスにおいては，

均以下の学力の学生の教育に関するニューザム報告が，将来大人になったときの役割が男女別に

異なっているため，必然的に男子学生は科学へより強い興味を示すようになると述べている。「少

年は通常，科学コースに入れる見通しを得ると喜ぶ。……彼は驚異と力の感覚を経験する。小麦

の成長や子学の誕生や雲の動きによって，彼は自然への畏怖の念を抱く。機関車を見て，彼は刺

激に対する反花、としての人間の動作を思い浮かべる。スイッチやスロットルは彼にとって麓法の

杖である。少女は少年よりも好奇心をもたずに科学の授業へやってくるだろうが，彼女もまた家

庭において機械にふれる必要がでてくるであろうJ(Deem 1978， p. 60)。
しかしながら， 1980年代までに理科教育に関する公式見解は変化した。教育科学省 Depart-

ment of Education and Science's (1982)が作成した学校における理科教育についての審議資料

の中で，以下のことが記されている。「中等義務教育の期間を通じて，各学校は……すべての学

生に広範な科学プログラムを提供するという方針を受け入れるべきである。そのプログラムは

……少年にも少女にも科学の分野で本当に平等なカリキュラムの機会を提供するものであるj。

何が少女や少年にとって適切な教育であるのかについての公式見解の変化は，その時期に違い

はあるものの，すべての先進商洋諸障において認められる。しかしながら，若い女性の社会化が

この20年間の教育研究者の焦点になってきたのに対し，最近，注目を集めているのは男性の杜会

化についてである。たとえば，ポール・ウイリス PaulWi11is (1977)は， 1970年代半ばの労働

者階級の「野郎どもJの学校への抵抗を描いた。けれども，それは，地域の鉄鋼業，あるいは他

の重工業分野に， r野郎どもjの男らしさを満足させるような肉体労働が存在することを前提と
していた。しかしながら，サーピス部門への雇用の変化は，労働者階級の「英雄的なj男性にとっ

て，人生を菌難なものにしつつある。きちんとした学歴をもたない労働者にとってありがちな将

来は，長期失業層の一員にならないとしても，ガードマンや荷役，ファーストフード癌の調環人

といった非正規雇用の道である。しかしながら，この男性の社会化の「問題Jは，労働者階級に
限らない。フェミニストの研究者は，いまだに男女が同ーの学躍を得るまでには至っていないと

示し続けている (Weiner，Arnot， and David第41主義)が，中間層の男性が将来，学歴獲得競争に

おいて敗北するかもしれないということもまた明らかである。そうであっても，職業構造におけ

る変化や若年女性の教育システムにおけるいっそうの成功によって，必然的に男性のアイデン

テイテイや社会化，社会統制に議論の焦点が絞られるようになるであろう (Connel1第40章)。し

かも，近年の女性に対する「反動Jが，最近の潮流を転換させるとは弼患いえない。女性はし試
しばよりよい「ティームプレーヤーjと考えられているから，雇用構造の変化や社会的技能を含

むような技能の再定義によって，利益を得るかもしれない。しかしながら，ブラックモア Black-

more (第14章)が記しているように，技能の定義の変化は，女性にとって両刃の剣と考えられる。

彼女たちのもつ社会的技能は，今や道具的価値として積極的に評価され，それゆえその社会的技

能は，子どもの世話をし，子どもを教育することよりも，利益を生み出す企業のために使われて

いるのである。

(4)教育と社会統制

過去20年間を通して，家族はより安定性を失い，不確かなものになり，それゆえ社会化や社会
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統制について，家族制度の影響力は弱くなった。その証拠に，教育の役割はより広範なものになり，

より徹底的なものになった。逆説的ではあるが，家族制度が弱体化したので，麗用主や企業家や

親や地域集団からの多様な教育と人生のあらゆる方面にわたる教脊への要求が，学校や短大，大

学に対してより強くなっている (Chisholrn1996)。再様に，職業に対する準備教育から，個々人

が「人生設計jとして，雇用能力 (ernployability)を高めるような教育への変化は，技術的能力

の向上に限定されていない。学生あるいは成人の学習者の社会的情緒的世界 (socio-ernotional

world)は，今では，十分かつ定期的に問い直されなくてはならない。社会的個人的技能と同様に，

雇用能力を高めるために，自己規律，すなわち，自主的成長の美徳や自己管理の技術を教え込む

ことが，もっとも重要になっている (Rose1989)。教育システムは，自に見える教育活動の内部に，

多くの f隠れたカリキュラムjを包含することが期待されつつある。

20没紀末におけるこのような教育や訓練の範囲の拡大について，まったく異なる解釈が成り

つ。技術主義的説明によれば，教育拡大は， r学習J社会への不可逆的変化の一部である(とり
あえず， Ranson 1994， Hughes and Tight 1995を参照)。たとえば，われわれの人生において能力

評価の領域が拡大されるということは，社会的公正が浸透していることの証しと見なされる。小

さな子どもを育てるために賃労働の時間を割いてきた女性は，育児を通して労働市場にも「技術

移転できるj忍樹や交渉力，時間管理，妥協等々といったものを含む技能水準を発展させている

ので，企業からも教育機関からも，彼女が f独自に学んだことjについて公的に評価されるに催

する。同様に，学力的にはできの患い高校生が，大きなチャリテイコンサートを綴織するような

能力を示しているのであれば，企業によってそのような「技能jを持っているのだと公的に認め

られるべきである。しかしながら，こうして人々の人生のあらゆる側面は，評価のために公的な「権

威のJ眼差しにさらされるのであり，これは個々人への監視や規律化が強まっている状況として
も見なせる (Foucau!t1977， Cohen 1985) 0 r世界規模の教室に閉じ込められてJにおいて，イリッ
チとヴ、エルヌIl1ichand Verne (1976)は，技術主義的見解を否定し，以下のように主張する。 f教

育の専門家は，学校が永続的に教育することで，人々に自らは永久に無能力であると縫信させる

ことに成功してきた。学校という装置の究権的な成功とは，教脊を独占することである。まず最

初にすべての若者の教育，それから各世代の教育，ついにはすべての領域における教育を学校が

独占するのであるJ(p. 14)。

われわれは教育の重要性の高まりに関する開題を議論してきたが 2つの根本的な問題が残っ

ている。第1に，貧間にあえぐ子どもたちが増加しているという状況で，いかにして教育水準を

向上させることが可能であるのか，ということである (Brownand Lauder第10章)。過去20年以

上の問，教育社会学の分野での成巣として，所得と教育達成の関連が立証されてきた。家族の所

得が低ければ低いほど，教育的により不利益を受けるのである。第2の潤題は，関洋諸国の経済

的変容による不安定性に関係する。かりに知識が経済的生き残りにとって重要な意味をもつので

あれば，将来必要とされる知識の源泉は現在の子どもたちの教育の中にある。しかしながら，現

在の子どもたちの教育は，家族と仕事の安定に大きく左右される。もし労働生活が多くの人々に

とってきわめて不安定なものであるならば，労働市場の不安定さは次の稔代の成長や教育にいか

なる影響を与えるのかという，とくに失業と関連した重要な問題がとりあげられなければならな

い (Flan昭 an1993)。レヴインとケリー Levinand Kelly (第15望者)によって提起された， r教脊
はそれのみで成立しうるのかJという陪い，まさにこの開題である。ポイントとなるのは， 1)ス
トラされ，より効率的な経済に適合した教育システムは，期待遇りに実現し得るのか，それとも
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ハルゼー，ヒース，リッジ Halsey，Heath， and Ridge (1980)が記したように，教育は困難な問

題の「ふきだまりJになるのかということである。

6..社会の変容と翻争の場としての教育

これまでわれわれは過去20年間の溜洋社会の変容を導いた経済的社会的要悶のうち主要なもの

を説明してきた。われわれはまた，現代社会における教育の役割に関する新しい政治的コンゼン

サスについても明らかにしてきた。しかしながら， r上からのj政策形成にだけ焦点を合わせる
ことは危険である。なぜなら，利害や価値観や権力関係を競い合うことの重要性が無視されてし

まうからである。実際，今呂の教育システムが麗面する多くの重要な問題(財源や試験，カリキュ

ラム，学校経営，教育選抜，教師教育なのについては，合意というよりも深刻な対立がある。

教育システムが闘争の場であり続ける理由は，デユルケムが発見し，パーソンズがf社会化Jとf選
抜jの二重の問題として定義づけた (Parsons1959)問題に由来する。教脊へのアクセスや選抜

の問題は，社会的公正や地位をめぐる競争の問題に密接に関連してきた(回rsch1977) 0 われわ

れはすでにメリトクラティックな競争が，いかにして職業的社会的不平等を正統化してきたかを

明らかにした。すなわち，メリトクラシーの原理は，不平等になる機会をすべての人に平等に与

えるという考え方を基礎としているのである。同時に，教育的選抜は，労働市場で所得や地位や

を「買うjために取り引きされうる学歴を手に入れようとする学生間の地位獲得競争の形態

をとっている。このような理由によって，マイケル・ヤングは，出自による選抜の原理と業績に

よる選抜の原理との間の数世紀にわたる闘争に教育システムは直面していると主張するのである

(Young 1961)。

さらに， 18世紀の啓蒙主義以来，教育は技術的，経済的に人聞を進歩させるためだけではなく，

人間を解放するためにも必要なものとして見られてきた (Giroux第6意，参照)。教育が西洋の

民主主義思想、と密、接に結びついているのは，このためであるO この点において，教育はつねに，

正統な知識とは何かを定義づける権力を持った人々と，教育の意志決定から排徐された人々の問

の鶴争の焦点であった。

19世紀後半の公教育制度の発端から1970年代初頭まで，学校知をめぐる闘争は，もっぱら階級

対立の問題として性格づけられた。より最近では，フェミニズムの再興 (Weiner第8章)と横

民主主的秩序の崩壊にともない，学校知をめぐる闘争は，女性や有色人種の解放と関連するものに

なっている。開様に，闘争の場としての教育の研究において，教育社会学は以前には教育へのア

クセス，選抜，機会の均等の問題を中心的に扱ってきたが，いまや知識，教授法，差異の政治学

の問題がより重要であるとみなされるようになってきた。これは，ポストモダン思想、や葉巽をめ

ぐる文化の政治学に関する，社会科学における広範な議論を反映している (West第33章，参照)。

(1 )ポストモダン思想と差異をめぐる文化の政治学

文化の政治学(Jordanand Weedon 1995)は，女性や有色人種の矛盾を白目の下に引き出した。

文化の政治学は，機会の不平等に関してのみならず，教育を含む日々の生活における文化に関連

した抑圧を明らかにしようとしたのである。この新しい文化の政治学とは，ポストモダン思想の

要素のいくつかから多くのヒントを得たものである (Docherty1993， Kumar 1995)。ポストモダ

ン思想、とは，様々な理論が緩やかに絡み合っているものであるが，これを規定しているのは，戦

後の経済的ナショナリズムに基づく近代主義的社会に根元的破壊をもたらしたと評価されるよう
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な社会の変化である。この知的風潮は，フランスに起源をもち (Kumar第5章，参照)，自己と

社会の構造におけるイメージや記号，言語の重要性を非常に強調した。こうして文化の政治学が

生じたのである O それは，女性や有色人種を抑圧している社会経済的世界についての，大都会の

白人男性支配階級によるグランド・セオリーやイメージを批判しようとしたのであった。この批

判の基本にあるのは，知について 1つの理論や見解が他のものよりもリアリティをもっていると

主張しても，そのことの正当性などほとんどあるいは全く存在しないということである。これに

よって， r客観的真実Jに対する科学的主張は否定される。フーコ-Foucault (1977)の仕事は，
この点で特に重要なものである (Rainbow1991)。というのも，思想と実践についての「言説J

分析において，社会生活が「支配される者jと「支配する者jの果てしない闘争になる中で，社

会的実践と自我が確立されることを明らかにし，真実と権力は不可分であることを彼が主張して

いるからである。これらの考え方によって，啓蒙主義ととりわけマルクス主義の大きな物語を批

判することが可能になった。彼は，大きな物語を，解放をめざす実践ではなく，支配の実践のた

めのもう 1つの合理化として理解したのである。

知というものは真実に関するものなどではなく，集団関の闘争における武器にすぎず，個々人

は支配者のつくったイメージのなかで社会的に構築され，表象されるという考え方は，一部のフェ

ミニストやポスト・コロニアルな人々には明らかに魅力的なものであった。彼らにとって，大都

会の由人男性の知は，単なる支配の手段としてしかみなされず，従来周辺におかれてきた女性や

ポスト・コロニアルな人々の知こそが，正当なものと見なされたのである。そうすることによっ

て， r不利な立場の人々Jを，悩人的に解決するべき問題とみなし，自らの無能力によるものと
して見なそうとする，白由社会における根強い風潮を批判したのであるOこの立場は島幸力的であっ

たが，同時に解決留難な一連の問題をももたらした。土養の人々の中にいる教育家にとって，

と権力の結びつきに関する相対主義は，本物で土着の人々の安寧にとって重要な，彼ら独自の

文化の歴史があるという主張と，明確に矛窟した。同様に，相対主義は，彼らの立場を説明して

きた抑圧の理論を危ういものにした。結局，もし知が権力を伴ったフィクションに過ぎないもの

であるならば，模民地抑圧の理論はどのような威信をもつのだろうか。他にも，差異の政治学を

相対主義に結び付ける際に，様々な問題が存在した。啓蒙主義の怯統の 1つは，教育は人間の解

放をもたらすと向様，社会と個人の進歩をもたらすという考え方であった。したがって批判的教

育学者にとって中心的な開題は，社会進歩の可能性を否定する理論における相対主義やニヒリズ

ムと，女性やポスト・コロニアルな人々の解放を押し進めた差ー異の政治学を調停することであっ

た(たとえば， Lather 1989， McLaren 1994， Giroux第6章，およびApple第四章を参照)。ポス

トモダン思想、が，教育学研究の政治的プロセスにいくつかの重要な棉察を提供したことは否定で

きない(たとえば， Lather 1991， Bird 1992)。だが，ラザーの場合，これは定性分析を補う定量

分析の安当性を奇定するという代価を支払った。この点は，新しい政治算術についての節で立ち

戻ろう。

しかしながら，ごく最近の教育理論においては，多くのポストモダン思想から離脱しようとす

る変化が見受けられる。ベル・フックス belhooks (1991)は，多くのポストモダン振の批判的

教育学者たちが採用した言語について論じている。 fポストモダン思想が……差異や他者の経験

に対して注目を呼び起こしたとしても，ポストモダンの言説は，しばしば排他的で、ある。……雷

説的実践としては，ポストモダンの言説は，互いにコード化された親しみを持って語り合う白人

男性知識人や学問的エリートによって独占的に支配されているJUordan and Weedon 1995， p. 540 
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より引用)。ケンウェイ Kenway (第7章)は，皮肉を込めながら同様の指摘をしている。すな

わち，ポストモダンがグランド・セオリーの重要性を否定したまさにその時に，ケンウェイの故

毘オーストラリアのヴィクトリア州において，もっとも旧式なグランド・セオリーの 1つである

「自由市場jの理論によって， 8，200人の教員の削減が行われたのである。ケンウェイによれば，

教育をめぐるフェミニズム政治学にふさわしい基礎研究は始まったばかりである。

文化の政治学のポストモダン的でポスト構造主義的な考え方に難点があるにしても，この知的

風溺のもつ最大の強みは，教育の再構築における階級，ジェンダー，エスニシティの複雑な絡み

合いを可視化し，それを理解する必要性を認識させたことにある (Giroux第6主義， Davies 1993)。

もしも，ケンウェイが示した新しい方向が1つの時代の流れを指し示しているのであれば，この

特殊なポストモダン思想の転換はおそらく，ウォーラーステイン Wallerstein (1995)のいう 2

つの近代，つまり，啓蒙主義の時代に共通の起源を持つ，技術の近代と解放の近代の葛藤における，

ある 1つの断面として理解するのが，もっともふさわしい。この文脈においては，ポストモダン

思想、は解放への近代的罷争の一局面として見なされうる。ウォ…ラーステインがいうには 2つ

の近代はともに実現するように思われていたし，社会の進歩と人間の解放は，経済的ナショナリ

ズムの時代が提供した発展，安定，機会のうちに具体化されるように盟、われた。しかしながら，1960

年代の後半以降，その 2つの近代は矛盾するものであることが明らかになったのである。

(2)社会簡級と教育

19世紀から20世紀初めの数十年の社会変革の推進力が，産業労働者階級にあったとするなら，

現在ポスト産業社会の運命を決定するように思われるのは，中隊層である。経済的ナショナリズ

ムの時代を通じて台頭した中間層は，福祉国家や麗用の安定，総合都中等教育に基づく機会の拡

大，義務教育後の教育の拡大から，最も恩恵、を受けた。それゆえに，戦後の教育社会学において，

階級対立や不平等に関しての議論の中心となったのは，労働者階級の教育へのアクセスや機会の

問題であった。しかしながら，今や，階級対立の第1の要国は，ネオ・マルクス主義の分析が予

るような教育に対する労働者賠級の抵抗ではなく，個人的にも社会的にも不確実性と不安定

性が深刻化する時代における，中間層の排他的な戦略なのである。経済的ナショナリズムの崩壊

によって，官僚制的キャリアは補滅し，それに付随して中隠層は没落の危機に瀕している。その

ような状況において，中隠層は，自らの階級的優位性を最大限に再生産しようとして，既得権益

を再び主張するようになった。

菌内的には，これは中間層からの過重課税についての批判として現解される。 1960年代半ば以

降，すべての西洋諸国において税収は確実に上昇した (Esping-Andersen1990)。その主な呂的は，

最初は，教育や健康に対する支出が増加するなかで，より適切な社会的保護を提供するためであ

り，後には，慢性化した大規模な失業者にたいする福祉をまかなうためであった。英語圏の国々

においては，効率を維持あるいは向上させる一方で，公的支出を減らそうという世界的競争によっ

てひきおこされた問題は， r重税j惑Jが意識されることによって深刻化した。これによって，政
府は，中間層はもはや福祉費用を負担しないのではないかという懸念を持つようになった。こう

した懸念が十分根拠のあるものかどうかは，議論の余地がある (Heath1994)。しかしながら，

過重税負担の問題が，高税収を忌み嫌う保守派政府によって論じられがちであるというのは，現

にかなったことである。というのも，彼らによれば，高税収は労働意欲の鈍化を引き起こすから

であり，福祉税を引き上げる際に名目にされた恵まれない人々よりも，中間1曹の民家公務員に利
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するものになりがちであるからである。ガルプレイス Galbraith (1992)は，この時代における

中間}曹の姿を表現して f満足の文化Jという名雷をつくりだした。しかしながら，この概念によっ
て20世紀後半の中間層の状況をとらえることはできない。医家による社会的保護がなくなってし

まったので，不熟練労働者と同様に，中間層は相対的に高い失業率や不安定麗用の増加という状

況にさらされている。

健康や教育，保険，年金のコストは，それが国家よりも個々人により多くの責任があると再定

義される主陪時に，いっせいに上昇した。自助努力が強調されるにつれて，高税収は重圧下にあ

る中間層にあらたな重荷を背負わせようとするものであり， r援助に値しないJように思える人々
を支援するためのものである，と考えるような新たな風潮が生まれた。

「生計のための競争Jにおいて学躍を得ることが重要性を増すようになると，中跨層の家族が
車砲した不安定性の拡大は，教育システムにおいても重大な意味をもった。すなわち，ブルデュ-

Bourdi凹(第2章)が主張したように，学歴という文化資本は中間!替の特権を再生産するため

に必須のものなのである O こうして， r機会の均等jの保障への関心が，子どもたちの教育によ
り大きな「選択Jを求める，中間層を中心とした(彼らだけとは限らないが)主張にとって代わ
られた時，教育選抜をめぐる激しい階級対立が生じた。この結果，中間層は教育における排除や

選抜の階級的メカニズムを変えようとするだろうし(第6部の Brown，Wells and Sernaおよび

Lareauの各論文を参照)，あるいは公教育 (stateeducation)から離脱すると思われる。しかし

ながら，これらの見通しは，ある顕においてはあてはまり，またある国においてはあまり当ては

まらないであろう O たとえば，公教育からの中間層の離脱という問題は，イングランドでは議論

の中心にあるが，スコットランドでは公立総合制中等教育(あるいは公立小学校)の重要性につ

いてのコンセンサスは今もなお維持されているようである。

さらに，この対立について中間層対労働者階級というような伝統的な定義をすることは間違い

である or新J中問題は経済的ナショナリズムの時代にその数を増やしてきたので，それゆえ，
その子どもたちに対しての期待も高くなっている (Bernstein第3章)。高等教育に進学しようと

する要求の高まりに，この状況は反映されている。それゆえ， r新J中間層が子どもたちに高等
教育を受けさせたいという要求を強めているまさに同じ時期に， rl日」知的中潤層はエリート大
学への入学を階級的に占有し続けることに腐心するようになる。このために， 20世紀末の「地位J
をめぐる競争の特徴は，広い意味での中間層内部での階級対立が中心的になっているという点に

ある。

中間層と教育をめぐる闘争に関して，より興味をそそる議論がある。ライク Reich (1991)に

よれば， r象徴的分析者jといわれる人たち(デザイン・エンジニア，研究者，生物工学者，技
術者，渉外専門官，投資ブローカー，国際弁護士，経営コンサルタント)は，教育や健康，社会

福祉について，囲内のものに頼らなくなりがちである。それは，中間層の不確実性への対応とし

ての「防衛的Jな戦略というのではなく，彼らが，世界規模でのビジネスに役立つ自分達の技術
や識見，知識を武器にして，世界規模の労働市場において働いているからである。それゆえ，彼

らは利便性の高い私的な医療・福祉機関，関際的な名声をもっ名門私立校，短大，大学をより多

く利用しがちなのであり，そのことによって，調税，州、!税，地方税に対する不満は，より大きく

なりがちである。今のところ，ライクの議論は実証研究をほとんど伴わない仮説にすぎない。し

かしながら，この議論は，経済のグローパル化の中で生じている根元的な変化による教育への影

響を暗示している。
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(3)ジェンダーと教育

これまでの議論においては，教育システム内での知識や教授法についてはほとんど言及されな

かった。これは，中間層が，教育のフォーマルな制度と密接な関係を保っているからである。こ

の教育のフォーマルな制度は多くの点で，中間層が世界をどのように見るか，真に役立つ知識を

どのようなものと考えるのかを反映している。しかしながら，この議論においては，階級対立が

ジェンダ…対立によって分断されているという事実は無視されている。女性にとって，民主主義

社会において一人前の市民となることを国家は可能にしてきたかどうかという問題は，長い間，

男性の利害によって支配され運営されてきた家父長制的国家という概念によって特徴づけられて

きた (Pateman1988， Frantzway， Court， and Connell 1989， Connell 1990)。最近では，女性の賃労

働の増加や貧留の女性化が，こうした目的を実現しようとする女性にとって，新たな構造的障害

となっている。女性にとっての問題は，カリキュラムや教授法の問題を合んでいる。フェミニス

トの教育者は，フェミニスト的関心が男性中心のカリキュラムの中で館辺に追いやられていたと

主張してきた。そのようなカリキュラム内では，教育制度の中で伝えられるイメージやメッセ…

ジ，表象は男性中心文化を反映している (Weiner，Arnot， and David第41章)。それゆえ，問題は，

どうすれば女性の関心や視点が，教授法やカリキュラムや評傾を通じて，公平に表現され得るの

かということにある O 研究結果からいえることは，総合制中等教育は，全般的に，カリキュラム

における男性優位の視点を変えることはほとんどなかったし，教室内での教師との相互作用にお

ける女生徒の排徐を改めることもほとんどなかったのである。特に指摘すべきことは，男女別学

の要望が強まりつつあることである。男女別学の学校によって，少女が男性中心社会のイメージ

から逃れることが可能になるのかどうかは議論の分かれるところである。しかしながら，家父長

制のイデオロギーと実践を再生産するという総合制中等教育への批判は，ほんの氷山の一角にす

ぎない。これらの批判の根本にあるものは，教育と民主主義の関の結びつきについて従来リベラ

ル派がもっていた見解に対する 2つのよりいっそう根本的な批判なのである。

第1点は，自由教育という西洋の伝統として，学校で何が教えられているのか，という点である。

西洋の伝統には，文学や哲学の偉大な著作があると理解されてきた。それらはほとんど男性によっ

て書かれたものであり，全部というわけではないにせよ，男性の視点から議論されてきたのであ

る。リベラル派の理論によれば，自由教育は詩主主義において必要とされる気質をつくることに

密接に関連している。ブルーム Bloom (第32章)が記すように， rいかなる教育システムにも
徳上の目標があり，教育システムはその日擦を達成しようとし，またカリキュラムはこの目標か

ら導かれる。いかなる教育システムもある種の人間を創出しようとする。……認めようと認めま

いと，民主主義教育は，民主主義体制を支持するような志向性，知識，性格をもっ男女をつくる

ことを目的とし，必要としているのであるJ(原著， p.26)。自由教育へのフェミニストの批判は，

f偉大なJ哲学や文学における男性中心的リベラリズム規範が高等学校や大学の学生にとって適
切なカリキュラムを構成しているという思いこみを問題視している。彼女たちは，自由教育とは，

学生に西洋文明における知の体系や合理性の様式の手ほどきをするという以上に，家父長制的権

力の訓練なのであると主張する。要するに，権力は真実を装っているのである。

この批判に密接に関連して〔訳注一第2に指摘されて〕いるのは，民主主義の問題が議論され

ている公共闘の概念への批判で、ある。理論的にいえば，公共菌は次のような考え方の上に成り立っ

ている。「人間の自然機を認め，受容することによって，人間は人湾の単一性や持一性の根元的

基礎を発見した。自然権という光明にさらされたとき，階級，人種，宗教，臨籍は，完全に消え
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でなくなるか，あいまいになる。自然権という光明は，人類に共通の利害を与え，入院を真の兄

弟とするのであるJ(Bloom p. 27，原著)。重要な点で，この仮定は，メリトクラティックな教
育の普遍的な理想に似ている。すなわち，どちらの場合もジェンダー，エスニシティ，階級といっ

た傭人的特質は，民主主義や平等というより広範な思民的な関心においては無視されている。

民主主義を維持するために何が必要なのかについて，ブルームが行った分析には，明らかに疑

問の余地がある。ハーパーマスに焦点を当てて研究してきたナンシー・プレイザー Nancy

Fraser (主992a，1992b， 1996)は，ブルームに代表されるようなリベラリズムの公共産喜概念は，

民主主義への参加を拡大するというよりも，むしろ限定しがちであると主張している。彼女の観

点からすれば，複数の社会の多くの文化を代表するさまざまな公共摺は，望ましいだけではなく，

可能でもある。彼女にとって，真に多文化的な民主主義の可能性が，経験的に問題となる。けれ

ども，プレイザーの立場にもまた，難問の余地はある。というのも，プレイザーの立場は，互い

の視野や価値が異なっているときに，異なったコミュニティ出身の集団 (Gray1995)は，互い

に対話することができるのかという問題を生じさせるからである。事実，異なったエスシティや

社会集団に対して異なった学校をという動きが，多くの西洋社会において強国に広がりつつある

ので，これは重要な問題である。もしも，プレイザーが主張した類の理想像が可能でなければ，

徹底的な文化的多様性を基礎とする新しい教育と民主主義との関係は生じ得ない。

男女別学についての議論は，上述の問題とは異なるジェンダーと教育達成に関する側面，すな

わち少女たちが，明かに少年たち以上に優秀な学業成績をあげるようになっていることを指摘し

ている。こうした傾向は，近年，白人労働者階級の少年が，反教育的， r男らしさJ，保守派とし
て位龍づけられるようになったことによって，さらに男女関学の議論に拍車をかけるようになっ

てきた (Davis1995) 0 この「位霞づけJの根底にある問題は，脱産業化のプロセスであった
(Bettis 1996)。すなわち，不熟練ブルーカラーの仕事の減少とそれに伴う労働者階級の若年男

性失業率の上昇である (Weis1990)。この比較的最近の労働者階級の少年の傾向と男女別学への

要求の関係性についての研究は，緒についたばかりである。しかしながら，少女たちの生活や利

害についてより正確な表現をすれば，男女別学への動機づけは，今や，現実には，労働者階級の

少年たちへの恐怖感といったことに結びついているといえる。コンネルConnell (第40章)が述

べるように，男性性の特徴は新しい臆史状況において変化しつつあり，それは，労働者階級の少

年のサブカルチャーが新しい環実に適応できるかどうかという問題である。労働者階級の少年の

こうした姿と対照的なのが，あらゆる締級出身の少女たちが教育的に成功しつつあるというイ

メージである。この文脈において，少女たちは少年たちよりも教育的に成功しつつあるし，新世

紀の仕事の特徴は彼女たちにより適合しやすくなるので， 21世紀は女性のものだということが盛

んに議論されている。だが，労働者階級の新しい少年橡についての研究が必要とされているのと

時様，こうした女性の新しいイメージについても，批判的な目が必要とされている。ワイナーと

アーノットとデイヴィッドWeiner，Arnot， and David (第41主義)は，彼らの論文で，学校におい

て少女たちが実捺に少年連よりも優れているという見解を批判しており，また， 21世紀の労働世

界が女性のものであるという考え方を支持するのはむずかしいように思われると述べている。

われわれはすでに，西洋社会のいたるところで女性の賃労働への参入がめざましく増加してい

ることを述べてきたO しかし，彼女たちの仕事の多くはパートタイム労働であり，低賃金である。

英語閤社会においては，グローパル経済に対応して，新フォーデイズム戦略 (Brownand 

Lauder第10掌，参照)を押し進めるために，女性たちは使われてきた。新フォーテ'イズム戦略
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では，コストを削減し利益を増加させるために，企業は抵賃金，臨時雇用を採用した。しかし，

女性たちは西洋社会におけるもう 1つの重要な傾向，すなわち，貧国の女性化という状況にも追

い込まれてきた (Ha!seyand Young第52章 Wilson第49章，参照)。英語閤社会における所得

の両極分解と女性を世帯主とする家族数の増加の結合によって，貧密は女性に偏って発生するの

である。このことによって，今度は，貧困な状態にある女性が，市民として民主主義に十分に参

加する能力をもっているかという一般的な問題 (Pateman1988， 1992) と，女性が自由に労働市

場に参入できる条件が整備されていない場合に，家族を持つ女性が織を見つけあるいは自分の技

能を磨くための時陪と手段を持っているかどうかという特殊な問題が生じているo

教育はこれらの問題に関わってくる O なぜ、なら，良質の早期幼鬼教育の広範な普及が，女性が

労働市場へ参入することを可能にするかどうかの重要な要因であるからである。にもかかわらず，

この問題は論争の的であり，女性の闘争の焦点でありつづけている (Leira1992)。この理由を

見つけるのはむずかしいことではない。早期幼兇教育の問題は，社会における女性の役離と適正

な幼児教育に関するさまざまな議論の交差する場に存在している o そこには，幼児を育てる際の

母親の「ふさわしいj役割の問題や，賃労働が母親役部の概念と矛盾するかどうかという問題が

含まれている。とはいえ，これらの議論においては， しばしば，一般に女性，特に母親は，賃労

働に参入するかどうかの選択をするのだと仮定されている。だが，多くの女性にとってそのよう

な選択が存在しないことは明らかである。ポスト産業社会における労働のサーピス化は，男性に

支払われる伝統的な「家族賃金jを衰退させているのである。

(4)ポスト・コロニアル社会における教育

国家には社会における権力者の利益を志向する偏りがあると女性からみなされてきたとすれ

ば，植民地主義によって特徴づけられた藍史をもっグループにとっても向様のことがいえる。ポ

スト植民地主義は，理論的専門用語であり，有色人種と教育を関連させる議論において広く用い

られてきた。(6)ポスト植民地主義の概念によって，人種差別の問題が歴史的文脈を持っており，

そのほとんどが過去500年以上にわたる酋洋による経済的，文化的，政治的な植民地化に関連し

ているという事実に関心が集まっている。世界規模での相互依存が高まっている時期にあって，

ポスト植民地主義は，経済と文化の関係や新しいグローパル経済がかつて植民地支配された人々

に対して押しつけている問題を，くりかえし強調している (Mohanty1991， West第33章，参照)。

植民地主義によって刻印された人々のうちから，アイデンテイテイ，文化，自律性をめぐる政

治が再興されたこと (West第33章)は，過去20年間の教育における最も重要な要素の Iつであっ

た。北アメリカの原住民であるにせよ，ニュージーランドのマオリ族であるにせよ，オーストラ

リアのアボリジニであるにせよ，イギリスや合衆国のような都市社会に引き寄せられていったポ

スト・コロニアルな人々にせよ，西洋中心的な単一文化社会や同化社会の打破をめざす闘いは，

教育にとって非常に重要であった。ジョーダンとウィードンJordanand W日edon(1995)によれば，

権力とは，命名し，常識を代表し，藤史や出来事の f公的j解釈を作り上げ，他者を代表してあ

るいは他者のために語るのであるが，文化的鴎争はその権力に対読するものである (p.13)。い

かなる場合にも，ポスト植民地主義の歴史は，ポスト・コロニアルな菌家によって権力に体現さ

れた展望と，かつて植民地支配されていた有名人種との鶴争の麗史であった。この文献において

は，異なったエスニシティや宗教グループに対する異なった形態の教育や教育システムの要求は，

歴史や文化についての重要な問題に対して権力をもつための戦略の一部なのである。教育的には，
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文化的アイデンティティの安定と自尊心，教育達成の凋には一連のきわめて重要な関係が存在す

ることが前提とされている。この理論を支える理論的根拠は，自らの文化的文服において，そし

て可能ならば，自らの母諾で学ぶ学生は，多様なエスニシティが混在する学校で教育を受ける場

合よりも，より成功しやすいということである(たとえば， Deyhle 1995，参照)。

教育学の最近の議論においては，この理論は普及しており，ほとんど自明のものとなっている。

しかしながら，それは，いくつかの点で、検証を必要とする理論でもある。たとえば，マクファー

ソンとウイルムス McPhersonand Willms (第45章)は次のように述べる。スコットランドでの

教育達成の上昇は，かなりの部分，総合制中等教育制度の結果，学生の出自が社会的経済的にま

すます多様なものになってきたことによる。もしそうであれば，引き出されるべき推論は，民族

的には単一だが，労働者階級が多い学校に通学する学生は，民族的にも社会的にも fi.昆合されたj

総合制中等学校の場合と同じ程度に，学業成績をあげることはないだろうということである。し

かしながら，この間題はこのような批判以上に援雑である。マクファーソンとウイルムスの議論

は，権力と教授法と知といった問題の関係性を考慮にいれそこなっている (Delpit第38章，

Mohanty第36章)。文化的に自律した学校教育の創造という計画が実現するのには時間がかかり，

それゆえ，評価するのにも時間がかかるであろう O また，この計画は，現行の文化や言語を保持

するという広範な話的や「底辺からの脱出Jの方法という点に照らして判断される必要がある。
ここでは，教育は，機力と完全に民主主義的な杜会参加とを手にいれるための基盤を提供するも

のとみなされている。

文化的に自律した学校教育の創造という計磁は長期的なものであり，その間，その計画が実現

した場合に利益を受けるであろう学生の多くは公立学校にとどまる。これらの学生の教育の結果

は，彼らが制度的に不利益を受けているという考え方を強化する(Ogbu第50章を参照)。たとえば，

合衆国において黒人とラテンアメリカ入の学生はほとんど短大を卒業することはない (Thomas

1992)0一方，英国の2世代を越えた移動パターンは，エスニシティによって差異が存在してい

るが，英鵠の有色人種がその民族性ゆえに生活機会において不利益を被っていることを示してい

る (Heathand McMahon第43章)。

「マイノリティJの民族のいくつかにとって，生活機会を脅かすもっとも直接の脅威は貧困で
ある o 1980-1990年代の貧困は，有色人種，とりわけインナ…シティの有色女性を脅かしてきた

CJencks and Peterson 1991)。貧盟問題に関する国家の役割は議論の対象となるが(第6部を参

照)，福祉支援の撤退が貧間にあえぐ人々に，より一層の辛苦をもたらしたことは確かである。

とくにもっとも闘った開題は，税制や福祉に関しての政策の転換によって，子どもたちが属家の

支援の撤退にもっとも苦しんでいるということである (Halseyand Y oung第52章)。教育につい

ていえば，貧閣な子どもたちは，学校教育に関しても不利益を受けはじめたのであり，資源の乏

しい，インナーシティのゲットー化された学校によってより不利益を受けがちなのである

はozol1991)。しかしながら，西洋諸国はインナーシティにおける貧困と教育の開題を処理す

るための大規模な計蘭に着手することから手を51いてしまった。このような対応によって，なぜ、

国家はこの問題に対して，大規模で体系的に取り組むのをためらってきたのか，そしてまた，か

りにこうした取り組みがなされるとして，どのような対応策が最も適切なのであろうかという疑

問が百出起こされたのである。
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に教育の再構築

ここ10年以上にわたって，商洋社会では，教育の根本的な再構築が行なわれている。しかし，

この再構築を規定している複雑な原因を理解するためには，あらゆるポスト産業社会に普遍的に

あてはまるものと，限られた諸問家にのみ特別にあてはまるものを産加しなければならない。た

とえば，すべての西洋世界において，盟家のイデオロギー，政治，権力関係の違いを間わず，類

似の教育変動が見られる O それは，国際的な「収数」を意味していると恩われる。こうした教育

変動には，義務教育後の教育を受ける人々が全体的に増加し，同一年齢集団の中で大学に進学す

る者が大幅に増加したことによる第三段階教育の大衆化の進展，生涯教育の重視，普通教育と職

業教育の区別を撤廃する試み，教育に関する決定権の移転，教育の財源の問題などが含まれる

(Halsey第42章)。だが，問時に，国家主導型の教育の再構築が，とくに英語閣の社会では，単

に付随的なもの，つまり，根底にある経済社会変動への対応にすぎなかったと考えることはでき

ないだろう (Skocpol1994)。

英語閣の社会における教育の再構築の決定的要国は，後にニューライト (Levitas1986)ある

いは新保守 (Aronowitzand Giroux 1986)のイデオロ平ーとして知られるようになる考え方に

主導されて， 1980年代に経済や文化が刷新されたことである。このイデオロギーは，合衆関では

レーガン，イギリスではサッチャーの政治指針となり，ニュージーランドやオーストラリア，カ

ナダの一部でも同様な影響をおよほした。ニューライトあるいは新保守のイデオロ午、ーは，個人

の自由と自由市場に価値をおく新リベラルの立場と，モラルと政治的秩序を守るには強力な国家

が必要であるとする伝統的保守の立場を統合させたものである (Garnble1994)。この政治的プ

ロジェクトは，部分的には，現代の西洋社会とそれ以前の社会の危機を独自の理論的前提にした

がって解釈することによって，根深い経済社会変動を利用しようとする試みである。これは，ポ

ストモダニズム論者の見地からは，市場と競争的個人主義という大きな物語を文化的な制新の道

として押しつけているため，近代主義者のプロジェクトを「集大成Jしたものとみなすことが
できる。この限定された意味において， 1980年代におけるニューライトの登場は， 1920， 1930年

代のヨーロッパとソ連において極左と極右によって推進された類の政治的プロジ、エクトと同様の

ものであった。それでも，独自のイデオロギー的指針によって社会を再建する試みであるにもか

かわらず，ニューライトの理論は，変化しつつある社会での日常生活の共通経験と結びつくもの

でなければならなかった。もし，そうでなかったとすれば，ニューライトの理論は民主的選択に

おいて，断関拒否されたであろう。だが，レ}ガンもサッチャーもそのような呂にはあわなかった。

ニューライト・イデオロギーのゆえに，人々は労働や家族，教育における根本的変化を経験する

ことになったが，このイデオロギーが1980年代の経済的動向を生み出すのに必須のものだ司ったと

いうのも，また事実であった。たとえば，ニューライトの政治的プロジェクトは，新しいグロー

パルな競争の発展に貢献したのである (Marchak1991)。

その際，教育の再構築を理解するうえで無視できない問題は，経済や社会における根本的な変

化が，英語障社会での教育の再構築を主導してきたニュ…ライトというイデオロギー的傾向とど

のように関わっていたかである。変化をもたらす諸勢力の識別の難しさは，純粋に学問的な問題

にとどまらない。このような分析にとって決定的な意味をもつのは実際の政策である。というの

も，ぞれなくしては，現行の政策の結果が原困なのか，あるいは，あらたな教育政策を立案する

基盤があることが原因なのか，識別するのが間難だからである。

あきらかに，教育社会学の果たすべき主要な課題のひとつは，ニューライトによって始められ
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た教育的・社会的変事とは対立する，ポスト産業社会あるいはポストモダン社会の性質を帯びた

現実の変化に関わる結果を評価する試みである。この課題の難しさを過小評価してはならない。

たしかに，社会の変化の政治的可能性を把握することができなくても，なぜ、中道左派という選択

が今では根拠の乏しいものになってしまったのかを説明することには役立つだろう。しかし，

ニュ…ライトのプロジェクトと西洋における根本的変化の関係を解明し得るひとつの研究方法が

ある。それは，もしグローパルな経済競争のなかで生き残るつもりならば，すべての西洋社会は

経済的なリストラのためにニューライトの方法に従わなければならないというスキデルスキー

Skidelsky (1995)の理論的立場を深刻に受けとめることである。この視点が立証されるならば，

ニューライトによる「現実J解釈にしたがってきた国家の政治経済学にとって，根本的で明白な
論理の存在が確認できるだろう。ある意味で，それは， r他の選択肢など存在しないjというサッ
チャー女史の主張を根拠あるものにするであろう。スキデルスキーの仮説が必要とするような比

較分析は，それゆえ，性急、なもので，政治が教育へ深く関与することを認めるものであるO

ニュ…ライトが教育の再構築におよほした影響をさらに詳しく検討する前に，注意すべき点を

ふたつ挙げなければならない。第 1に，アシュトンとスン Ashtonand Sung (第12章)，グリー

ンGreen (第四章)が明確にしているように，これまで指摘してきたような根本的な経済的，

社会的変化は潤洋社会にのみあてはまることであり，太平洋沿岸の社会のような他の社会にはほ

とんど当てはまらないということである。東欧の国家社会主義社会の消滅によって，社会学者は

まったく異なる文化におかれた資本主義それぞれの違いについて一層敏感になった (Clegget al. 

1990)0そのため，われわれは，現代社会とは西洋社会に他ならないという考えをもたないよう

にし，それぞれの社会が独自の社会的，経済的，文化的文脈の中で f展開しているのが明らかj

であり，それらの文服に埋め込まれているはずであるにもかかわらず，それをまったく考慮に入

れずに政策を輸入する危険をおかさないように警戒すべきである。

第2に，ニュ…ライトについていえば，教育の再構築に関して，同様の注意が必要である。教

育の市場改革の背後にあるイデオロギーを表現する言葉については，その正確な意味が社会に

よって異なることが指摘されるべきだろう (Daleand Ozga 1993) 0新リベラル派も含めてすべ

てのニューライト・イデオロギーに共通しているのは，人間性，社会，社会の進歩に関する新古

典派経済学から発した一連の理論的前提である。とくに，合衆国とイギリスでは，この理論的前

提が様々な保守主義と結びついている (Whitty1990) 0しかし，ウイツティが指摘するように，

ニューライト・イデオロギーの 2つの要素〔訳注一新リベラル派と怯統的保守主義〕が緊張状態

にあるか否かに関しては疑問の余地がある Oニューライト・イデオロギー内部に棺違がある上に，

その理論的前提が解明され遂行される方法も，異なる文蹴において多様である。たとえば，イギ

リスと合衆関においてはニューライト・イデオロギーは人々の共感を呼び起こしたが，ニュー

ジ…ランドでは，その政策は概ね押しつけと受け取られた。しかし，こうした違いにもかかわらず，

ニューライトの理論には核となる部分があり，これが英語聞社会での議論に枠をはめている。以

下，この核となる部分について記述し，その影響が多様な社会のどのような場面におよび，教育

政策に大きな影響力を与えることになったのかを示すことにしよう。

(1)ニューライトの政治経済学

1980年代初頭，ニューライトは，合衆国やイギリスのような悶々の衰退の根本的原閣のひとつ

として文化的要閣をあげた。なかでも，個人生活への患家の介入によって人々の競争心や進取の
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気質がそがれたことを指摘した。経済的な詣では，題家の子渉によってふたつのマイナスの結果

が生じると主張された。ひとつは，国家が使ったドルのすべてが，必ずしも私的企業への投資に

使われなかったということである O 当時の隠語でいえば，国家は私的な部門を f締め出す」ので

ある。さらに，そうすることによって，国家は企業家的な進取の気質と貧富に関する想像力を押

さえつけ，重税を課すことによって富裕層が能力を発揮できないようにする。自由になる収入が

減るため，富裕}欝は製造業に投資するのを控えるばかりでなく，税金逃れの選を探すため，課税

負担が重すぎる場合は鴎家自体が税を鍛収しそこなうという事態を招く O 震困層にとっては，国

家の福祉の「施しjに頼ることになるので，やる気が損なわれる。これが，国家依存の観念の出

現である (Murray1984， Galbraith 1992)。財産と収入における間極分解は1970年代以降の英語

圏の社会の特徴であるが，これに関してニューライトは，貧臨の責任は当人にあり，彼らの状況

を改善するために国家が介入すれば望ましくない結果が生ずるだろうという見解をもっている O

この立場は，極端な例として， r成功したければ，貧困層全体が自分の禁酒をエネルギーの元に
しなければならないjというギルダー Gilder (1981)の発言に示されている。ギルダーが述べ

たのは論争のなかでの極端な表現であるにしても，同様の指摘がマレ… Murray (1984)，ヘア

ンスタインとマレ-Herrnstεin and Murray (1994)によって，さらに系統的に展開されている。

国家が個人の失敗を補償することはできないという考え方こそが，国家は人々の生活に踏み込ま

ないのがもっともよいというニューライトの見解の本賞的部分をなしている。この見解をとるに

あたって，ニューライトは経済的ナショナリズムの時代に成立した前提を逆転させようと試みた。

経済的ナショナリズムの下では，国家は完全麓用政策を通して貧闘を軽減したり，安定性や機会

を提供する責任をもっということが前提となっていたからである。もっとも，ニューライトには，

強大な国家を強調する点で保守的な要素があり，そのために，人々の生活への悶家権力の関わり

を減らすというよりは，単に変化させただけという評価もできる O 教育の状況を見ると，そのこ

とがわかる。にもかかわらず¥ニューライトは経済的，社会的な刷新が，国家主導の階級・家父

長制・人種差別に関する社会の根本的構造の変革によってではなく，個人をやる気にさせる動機

を変えることによって実現されると主張する。新しいグローパル経済が経済的に成功しうるには，

個人が進取の精神をもっ文化をつくらなければならない。こうした見解は，経済改穫はマクロな

政策…ーとくに，ケインズが主張したような政策，つまり経済的ナショナリズムの時代に完全麗

用を導いた政策一ーによってもたらされることはあり得ないとする立場と一致する。市場の力を

解放するための経済の規制緩和のなかで，世界的な競争状態をもたらすことになるのは，むしろ

ミクロ経済学的な改革である。新古典派的な理想，すなわち，完全競争という状態に近づくよう

に経済を変革するうえで，これは本貿的なものといえるだろう。したがって， r市場は養，政府
は悪J(Gamble 1986) という一般的な命題を前提とすれば，教育システムの内部で市場競争を
激化させる試みがなされでも驚くにはあたらない。

(2)教育における市場改革

個人の動機，ミクロ経済学的変化，競争という徳，財政上の制眼といったあらゆる問題と類似

のテーマを，教育の再構築にも見出すことができる。ニューライトの教育政策の基礎は，すべて

の教育分野に市場競争を導入することであった (Lauder第25意 Brown第26章)。これには 3

つの局面がある。第 lは，市場競争の導入によって，個々の教育機関が，財政やスタッフ，運営

方針に糞任をもつよう求められることである。事実，公的部門に属する学校，短大，大学は小規
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模から中規模のピジネスとして自己管理されるようになる。ここに，私的部門のためのミクロ経

済学的な改革と，教育におけるミクロな改革の問の類似点がある。というのも，いったん市場の

論理が囲宥の誘閣と市場原理をともなって成立すれば，教育諸機関の競争によって水準が上昇す

るか，あるいは， r顧客Jを引きつけられないことを理由にピジネスからあっさりと撤退するこ
とが予想されるからである。そこでは，教育の研究は，主として，たとえば，何が効果的な学校

を作り出すのかに焦点をすえることになる (Mortimore第31章，参照)。第2は，学校は，受け

入れる生徒の性質とはかかわりなく，成功裡に競争できることが前提になっていることである。

チュブとそー Chubband Moe (第24章)の論文にみられる主張はとくにニューライトの目には

魅力的に映る。なぜなら，すべての人々にとって教育水準の上昇は，学校運営と良質の教育内容

という問題に尽きるからである。換言すれば，学校の成功あるいは失敗は，学校運営と教師の質

にかかっているということである。実際，学校はーもちろん，教師の力が担当する学級を指導

するにふさわしい限りにおいてであるが一社会に報いることができた (Grace第20章)。ここか

ら，家族や子どもの貧器と，それが教育達成におよほす影響とは関係ないとみなされがちなこと

が問題として浮かび上がる。事実，受け入れた生徒によって学校の優劣が決定するという指摘に

対して，ニューライトは即座に責怪逃れであるとして批判を加えた。うまく運営された学校では

生徒は自発性をもっているし，こうした環境では，個人が教育によって自分を高めることで，貧

屈の根絶へ踏み出すことができるだろうとした。第3は，親の選択は難しいものではないという

考え方である。この点について，ジ、エームズ・コールマンJamesColeman (1992， p.260)は簡

潔に述べている。

選択するという行為は，まさに教育への誘因を獲得するための第一歩である。教育サーどスの提供者つ

まり学校・教部と，教育の消費者つまり親・子どもの双方にとっての誘因である。学校にとっては，でき

る絞り最も優れた学生を引きつけ，とどまらせることから得られる利益が誘因として働くだろう。毅と本

人にとっては，……自分が行きたい学校に入学し，その学校でうまくやる能力を得ることが誘因になるだ

ろう。

ただし，第4部におさめられている後続の研究によって，この見解は，学力，機会の平等，民

主主義，教員のリストラの影響といった点すべてにおいて，まったく疑わしいことがすでに判明

している O

(3)市場化，平等，民主主義

ボール他Ballet al. (第27章)による研究によって，親は，同じ文化的・物質的資源に基づい

て選択を行なっているのではないことがはっきりした。さらに，ワスランダーとスラップWas-

lander and Thrupp (第29章)が示しているように，親と学校の利害は一致しているわけではない。

そのうえ，受け入れる学生を選抜することのできる特権的な学校の場合，競争が行なわれた証拠

はほとんどなかった。教育の市場化の主な欠点のひとつは，学校は受入れる学生の性質に関わり

なく等しく成功できるので，競争が成功裡に行なわれると仮定することにある。学校の効果につ

いての研究が次第に精綴化されてきたため，学校における学生の混合状態が学校全体としての到

達度を決める重要な関子であるというコールマン Coleman (1966)の独創的な仮説も今では，

立証済みである (McPhersonand Willms第45章，参照)。これはこれで真実であるが，次のよう

な疑問が残る。競争によって教育水準全体が上昇するのだろうか。それとも，評判の良くない学
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校が連鎖的に地盤沈下していくとき，在校生の教育水準も低下するのだろうか。 るなら，

学校に競争を導入することによって，学生の陪様化と学力における弼極化がもたらされるのか。

それによって，総合制中等学校あるいは公立学校の根本にあるエートスが蝕まれ，評判のよい学

校を選択する事態が後活するのではないかといった疑問である。さらに，機会の平等に関する開

題がある。かりに，学生として受入れた者のもともとの学力が貧留のために相対的に低いことに

よって個々の学校が社会に質献できないとしたら，そして，社会経済的にバランスのとれた学校

こそ学力を最も上げうると期待できることが明らかにされたとしたら，全体として，制度を設け

るうえでのいくつかの原則は，機会の平等を推進するために打ち立てられなければならない。

とはいえ，機会の平等はニューライトによって f公平」として再定義されていた。この f公平J
とは適正な義務教育への個人的権利に一層近いものを意味していると考えられる。適正な義務教

育とは，水準が絶えず上昇し，それゆえ個人がグローパルな労働市場で競争することができるよ

うな教育である。事実，これは，社会的に不利な状況を縮減するために学歴をめぐる競争を統制

しようとする国家の介入を拒否する。したがって，この状況は，コールマン Coleman (1968) 

が「公平jを強制力のあるものとして定義したのに比べると後退しているといえるだろう。コー

ルマンは彼の著作の中で，教育機会の平等および待遇の平等という基本概念に加えて，結果の平

という概念を提出した。結果の平等が重要なのは，それが倒人よりもむしろ同一社会集団と認

められる集団に適用され，異なる集団の結果を平等なものにしようとする国家の積極的な介入と

関連する点にある。

かりに，ニューライトのいう公平の概念が，国家の積極的な介入がないことを想定するのであ

れば， r公平Jがより強い意味で使われるとしても何の意味もない。文化的に自律性をもっ学校
を求めて闘争している集団としては，護巽の政治学を明確に表現するためにこ を使うこと

ができる O 差異の政治学によって，文化的に異なった学校教育制度は異なった資格を発展させる

ことができるからである O その場合，公平は評価の間一性 (parityof esteem)に近い意味，つま

り異なる制度にもとづく資格も同等と見なすという意味としてとらえられるだろう。この立場は，

コールマンが唱えた結果の平等の概念とは異なるものである。なぜなら，彼は，資格に関しでも

河じ結果を予想していたからである。この場合，結果の平等から評価の公平へと，表現が変化し

たのは何を反映しているのだろうか。これは，ひとつの比較的直線的な資格構造をもっ教育制度

から，複線的な構造をもっ制度，つまり官僚制的・用化主義的社会というよりはむしろきわめて

多元主義的な社会を反映する制度への根本的な変化を反映している。この新しい見解は，根本的

な社会変動がニューライトの主張と正面から衝突したところから生れたものである。

民主主義との関連でいえば，教育の市場化について，ふたつの広範な批判がある。まず，第1に，

民主主義と教育の結びつきの問題が否定されているというものである (Lauder第25章，参照)0 (訳

注一第2に〕ニューライトにとって，自由の範囲とは私的消費の領域であり，学校は解放のため

の政策のいかなる役割をも担うものではない〔訳、注ーという批判である〕。ここには，自己成就

的予言のようなものがある。というのも，もし学生が教育に関して競争市場を当然視するように

社会化されたとしたら，隠れたカリキュラムのもつ特質によって，市場行動に必要な所有欲の強

い個人がっくりあげられてしまうかもしれないからである (Apple1982，参照)0 このように，

教育の市場化は壁史的な決定的瞬荷とみなすことができる。そこでは，知識は経済的に生産的で

あるように構造化されるだけでなく，それ自体が市場の諸条件の下で，務品にしかならない。パー

ンステイン Bernstein (1990)が述べるように， r知識というものは，一千年近く経っと，その
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を離れ，文字通り，人間性を失うJ(p. 136)。こうした見解は資本主義社会の内的論理を人
関の行為の商品化の論現とみなす近代主義的マルクス主義の見方と関連している。

(4)教員のリストラの影響

教育の市場化という改革は，教師の実践を統制するためのメカニズムとしてとらえることもで

きる。そこでは，報跨Hは個人の勤務成績に基づいて算定され，報償加給があり，かりに学校の業

績が芳しくない場合は，失業の脅威にもさらされる。もっとも，こうした報酬や賞罰は，教育と

いう文脈においては，ともに非常に問題識されている。学生の学力は長年にわたる集団的努力の

結果であって，一人の教締のおかげだとはいえないことも事実だからである。そもそも学校の役

寄付宝低下する理由と，それが学生の学習に付け加える価値とはほとんど関係がないのである。そ

れゆえ，次のような問題が未解決のまま残る。すなわち，市場システムが集団的職業的自律性と

いう教師の意識を考慮にいれるのを怠った場合，このシステムが教育に導入されでも，期待され

るような高い水準を実現することができるのだろうかという疑問であるO

さらに，市場システムは教師を縁遠いものとみなしてきたともいえるO なぜなら，教師が，教

育における市場システムに従うことが自分の利益にならないという理出で変化に抵抗すると考え

られてきたからである O これが，ニューライトの主な言い分であり， r公共選択J理論と呼ばれ
るものに基づいている (Lauder第25章，参照)0 この理論によれば，公立学校で働く教師は国家

の独占的な部分を担っており，そのなかで教師は「水増し雇用Jされている。学援が分かれるこ
とによって，彼らには学生が確実に手に入るようになっており，したがって，業績に関係なく仕

事が保証されている。この状況は，公共選択理論を唱える人々には「供給者による策略jと理解

される O なぜなら，公教育は消費者(学生，親，雇用主，納税者)よりも中間層である供給者の

利害に基づいて運営されているという信念があるからである。ニューライトの立場に立つ政府は

このことから，早急に変療を実施すること，教師の集団勢力としての力の源泉，つまり組合や職

業上の経織を攻撃することを志向するようになった。それはほとんどの教締の河意なしに f上か

らj与えられる変化であるため，ハーグリーブス Hargreaves (第23主義)はこれを「構造的J変
化と呼んでいる。その代償として教師に提示されたものは ハーグリーブスがポストモダン的組

織と呼ぴ，ウイツティ Whitty (第四主義)がポストフォーデイズム的組織と呼ぶものとは異なっ

ている。つまり，自己管理された学校に，より多くの意志決定の機会を与えるという取り決め一

比較研究によれば，こうした意味合いの取り決めが支持されることは少ないのであるが一ーは

なされていないのである (Whitty第四章)。これらの主張はダーリング・ハモンド Darling-

Hammond (第22章)によって支持されている。彼女は合衆国の現行の教育政策が，賃金と教師

教育に関しては，ポスト官僚主義的教育としてはきわめて不十分であると述べている。ここから，

教育の再構築のもつ性質と戦略およびそれが教師や学生に与える影響について深刻な問題が提起

される。ハーグリーブス(第23章)が述べるように， r官僚主義的統制としての再構築一一そこ
では教師は他の教師からの指令を実行するために統制され規制される一ーと，商業的な活性化と

しての再構築一一一そこでは教師は，支援され，奨励され，自らを向上させるための新たな機会が

与えられる一ーの隠での根本的な選択Jが行なわれているのである。それゆえ，ハーグリーブス

が国家からの「指令jと呼ぶものは，それ自体が教育において，より望ましい結果をもたらすこ

とはないだろう。国家の政策によって意関されるものは，教師が教室内での自分の職業的役割に

ついてどのように考えているかによって，変化させられるか，覆されるか，あるいは適応させら
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れるかするだろう (Balland Bowe 1992) 0 

(5)教育における f自由j市場と強大な国家

市場はつねに，国家が大きな影響力をもちつづけるような制度的状況のなかにおかれている

(Dale第17牽)。教育への市場原理の導入にともなって，次第にニューライトの国家が強大な権

力をもつようになった。ニューライトの政策事項がほぼ完全に遂行される諸留では，自己管理さ

れた学校についての意志決定の諸権力が国家へ委譲され，国家権力の規制が強大化する。これが，

強大な国家と自由市場というパラドックスのもうひとつの例である (Gamble1994) 0 

教育を規制する権力の強大化は，ニューライトが支配する社会では 3つの形態をとりがちで

ある。第1に，世界的競争と公的な支出の急激な増加による圧力という点からみると，国家は教

育への国家支出の機加を促す制度的な圧力を弱めようと努めてきた (Codd，Gor・don，and Harker 

第16重量)。教育資源の分権化は，市場原理にもとづく行動の促進をもくろむもので，また，そう

することによって，教員組合の力を弱体化させようという意図があった。これは，国家的あるい

は全外|的な雇用条件(組合の連帯はこれに基づいている)が，学校によって独自に定められた麗

用原則によってとってかわられつつあることに対応していた。分権化政策の結果， 1980年代の合

衆国は連邦基金から撤退することになり，ニューライトが支配的な他の諸問では教育支出の頭打

ち，あるいは削減がみられた。

ニューライトの分権化政策のキャッチフレーズは，親と地域社会が選択と統制に，より大きく

関与することをうたっていた。教育市場に関わる選択も重要な問題だが，親あるいは地域社会に

よる統制の概念についても考えなければならない。この文脈での統制とは，官僚ではなく親と地

域社会が学校を管理することを意味している (Spring1993) 0 これは，低コストの教育管理者を

採用し，そうすることによって，中央の政策決定に異議申し立てをするのに必要な専門知識を備

えている宮僚を排除するための方策である。こうした状況下では，実擦は栽や地域社会は国家の

意志の単なる技術的手段でしかない。しかしながら，ファイン Fine (第30章)が教育への地域

社会の参画に関する事例研究のなかで示すように，教育の統制と管理は単純に技術的問題という

ことはできない。というのも，つねに政治的な次元が含まれているからである。ファインの考え

では，地域社会が政治的に組織されるべく準備されている場合を除いては，インナーシティの学

校で地域社会の指導力が発樺されることはないだろう。

統制力の強化への動きが表面上は呂立たなかったことにはさらなる理由がある。それは，学校

が資源配分と選抜の原賠に関して確固たる「自律性」を付与されると同時に，学校のカリキュラ

ムが次第に中央集権化されてきたことである(合衆国のように，ナHあるいは国家のレベルでの中

央集権化が起こったり，イギリスやニュージーランドのように閤家のカリキュラムにそれが具体

的に示されたり，いろいろであるが)。これによって統制の第 2の形態が生まれる。これらの中

央集権的なカリキュラム導入の動機は，必ず、しも経済的生産性と結びついたものではない。グッ

ドソン Goodson (1990)は，この現象を，グローパル経済および国民毘家の弱体化の進行に直

面した国家がそのアイデンテイティを再び主張する試みであることを示唆している (Hargreaves

1994による引用)。それは，情報技術が軽視されるようになる一方で，歴史のような科目がとり

わけ重視されるからである。ボール Ball (1994)はイギリスでの画一的なカリキュラムの導入

を複古主義者と近代的保守主義者との戦いとみなしている。後者が，カリq:.ュラムをポストフォー

デイズム的な経済を可能にするような内容にっくり変えることに関心を寄せるのに対して，前者
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はグッドソンが述べるように，国家のアイデンティティを鮮明にすることに，より強い関心を注

ぐ。ボールによれば，復古主義者は当時のイギリスで勝手りをおさめたとされる O しかしながら，

国家のアイデンティティを主張する試みは白人男性エリートの関心を反咲したものといえるだろ

う (Apple第39意， Aronowitz and Giroux 1991)。ぞれゆえ，こうした主張は，教育が睦史的に

国民国家の形成に必須のものであるというグリーン Green(1990)の見解の，独特で現代的なヴァ

リエーションといえる。この場合，問題となっているのは悶民国家の形成だけではなく，国家と

教育の関係の再構築という意味での国民国家の再形成である (Dale第17章)。したがって，この

ようなカリキュラムは，誰の知識が教え込まれようとしているのか，また，このようなカリキュ

ラムによっていかなる種類の国家アイデンテイテイがもたらされようとしているのかという開題

を提起する(第5部の諸論文で取り上げられている)。

もっとも，こうしたカリキュラムの導入にはもうひとつの側面がある。つまり，機会の平等の

促進に貢献している側面も指摘できる。なぜ、なら，階級，ジェンダー，エスニシティに関わりなく，

すべての学生はそのカリキュラムを勉強しなければならないからである。この意味で，これは，

)Jj(期的には，科目聞にある地位のヒエラルヒーをなくし，それによって，科目の選択においてこ

のとエラルヒーが影響するような機会をなくしていこうとするものであるO かつて，科目の地位

が高くなるほど，その科目を選択する学生の社会的背景も高くなることが研究によって明らかに

された。しかし，アップルApple (第39章)が述べるように，これは大学には当てはまらない。

大学では技術的・商業主義的知識に大いに需要があり，この積の知識が大学の地位や学生の社会

階級，民族的背景と結びついているからである。

学校のレベルでは，中央集権的なカリキュラムの導入の結果，教育の重要な局面に関わる親と

地域社会の権力が排除され，管理という技術的な面だけが彼らに残された。ただし，これにとど

まらず，権力の排徐からさらに進んで，中央による強力な統制という第3の形態が生まれる。

ニューライトは新しい形のアカウンタピリティと優良度の指様をも導入した。これらの「改憲jは，

教育機関(可能ならば個々の教締)のアカウンタピリティを学生の評価と結びつけることを意関

していた。これにはいくつかの理由がある。第1は，教育の再構築のプログラムに関するもので

ある。トーランス Torranc日 (第21章)が示すように，評価は教育実践を変えるために利用され

てきた。第2は，評価は機関同志の競争をルール化するために利用されてきたことである。イギ

リスでは優良度や資源の流れに関して，多様な比較のための一覧表(Je昭uetables)を通して，

これがきわめて高度に発展してきた。選択と競争に基づく教育システムにおいては，学生が最も

成功している機関に魅きつけられるという仮定のもとに資源が学生に追随する。比較のための一

覧表によって示されるような，それほど成功をおさめていない機関は学生数の減少に悩み，それ

とは対関的に，成功している機関は，より多くの学生を魅きつけ，それによって財源も正常化さ

れるだろう O 第3に，教授能力と学生の成功・失敗を結びつけようとするアカウンタピリティと

いう考え方を導入するにあたって，明らかに政治的な動機がある。というのは，国民を代表する

存在としての題家が，結局は専門性という閉鎖状況に穴をあけて，理解しやすい明自な優良度の

指標をおいたと考えられるからである。もっとも，ポリット Pollitt (1990)が述べるように，

概して公立学校での優良度指標はせいぜい効率に代わるものでしかなく， トーランスが強調する

ように，ほとんどの指標は効果や質を評価していない。そのために，優良度指標は単なる政治的

便宜主義に関することがらなのかという開題が発生する。ただし，もしそうであっても，教育機

関がそれによってっくり直されることになるため，その効果は存在する。事実，ピータース
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Peters (1990)は，大学教育の伝統的な目的は，商洋の自由教育をおこなうことから，経済的な

意味で、実際に役に立つ知識を獲得する方向へと根本的変化をとげつつあり，優良度指標はこの変

化を促す手段であると述べている O

8.教育，不平等，社会的公正

これまでの議論は，いまだに残存しているパーソンズ Parsons (1959)やカー他Kerret al. 

(1973)によって広められた考え方，すなわち，産業の発展によって教育は，属性から業績へ，

ドグマから民主主義へ，そして不平等から社会的公正をもたらすものへ，確実に変化をとげると

いう考え方を取り除くのに役立つはずである。実際， 20世紀末の教育の研究は，もともとは啓蒙

持代に提起された問題を再考するよう，われわれに求めている Oこれに関して，平等，自由，コミュ

ニティをバランスよく考察するためには，ポストモダンの世界でなくても，近代の教育を念頭に

おけばよいだろう。ここでは3点すべてについてもう一度考えてみたい。社会学者は平等につい

ての議論にかなり熱心だったが，この問題は，社会学としての問題にとどまらないものである。

1651年に，ホップズは以下のように記している。

自然は，肉体的・精神的能力の点で，人間をきわめて平等に創造した。ある 1入の人間が他の人間に比

べて，肉体的に明らかに強健で，精神的に鋭敏であるとしても，すべてひとまとめにして考えれば，人罪男

総互の違いは他の人間が彼と同様に要求できないような利援を自分だけ主張できるほどのものではない

(Thomas Hobbes 1934， p. 63) 0 

平等主義的要求と反平等主義的な論駁はおそらく現在では一層激しいだろう。そして17世紀と

比較すれば，たしかに社会学の言葉によって語られることが多い。しかしながら，ホップスが述

べたこと(英語がひとつの性しかもたないのであれば， f manJの代わりに fpersonJを使用し，

両性を同一の代名詞で表現する)は300年前だけでなく，現代社会をめぐる議論にもあてはまる。

その議論は，遺伝学と社会学の双方から経験的に提出されたもの，つまり，ひとつは自然的差異

に関わるものであり，もうひとつは社会的権利が認識される擦の社会心理学に関わるものである。

しかし，中心となる主張は，どうあるべきかという評価に関わるものである。というのも，論議

は究極的には価値観について行なわれるものであり，この価値観は社会における女性と男性の実

際の関係を反映するものと決まっているからである。

論争は，互いに関連する可能性をもつが必ずしも関連しているとはいえない 3つのレベルで

続いている。第1に，社会において実現可能と目される諸々の備値観の間の優先順位をめぐる意

見の衝突がある。第2に，議論で使用される言葉を明確化するという，哲学的・論理的に難しい

知的作業がある。第3に，社会の変化しつつある経験的現実に関する理論構築という退溜な仕事

がある。社会学に園宥の貢献は，第3のレベルでなされなければならない。もちろん，ハーパート・

スペンサーや社会ダーウイニズム以来多くの西洋の社会学者の政治的信念が平等主義的政策に傾

いていたことは閤知のことであり，生物学者や心理学者の典型的な志向とは対照的であった。お

そらく，学問文化の社会学であれば，それぞれの学問の原理の違いによって生み出される社会意

識に学問の原理について人々が納得するような通俗的な主張に左右されるという点から，これ

らの強留な政治的志向の違いを部分的に説明することができるだろう O いずれにしても，倫理的

な論議の起源が何であれ，他者との関わりにおいて追求される自由・効率・幸福・コミュニティ

といった他の諸価値と関連する という価値をモラルとして是認することが前提となってい
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る。この意味で，論争が解決されることはないだろうし，せいぜ、いのところ，反平等主義者を追

放するために R.H トーニーが用いたような無愛想で陳腐な表現一一「もし，あるひとがそうし

た種類の犬を好むとすれば，それは，その人が女子む種類の犬であるということだJ ーがなされ
るだけである。

しかし，この根本的な単純さ[訳注 平等という価値を前提とすること]から出発するから

といって，第2のレベルの議論に貢献してきた仕事の価値が減ずることは決してない。そこでは，

議論で使用される用語の意味について，より概念的な明断性が追究されている。ジョン・ロール

ズJohnRawlsの著作『正義論j(1971)は，今ではこの点についての古典となっている。彼は価

値の選択の問題を説明するために， r原初状態Jという概念装置一一これは，社会関係や分配を
めぐるシステムの違いについては理解されているが，自分がそのシステム内のどこに位寵づけら

れるかは瑳解されていないような俗人から期待される合理的選択に関する「仮定jの世界の話で

ある一一ーを採用する。もう 1つの著書，ブライアン・パ1)- Brian Barryの『政治的議論j(1965) 

は，用語上の混乱を避けることや正確な弁別のためにもっとも可能性がある用語を使用すること

をわれわれに教えてくれる (Sen1992も参照)。しかし，ブライアン・パリ-Brian Barryの『リ

ベラルとしての正義論J(1973) という冊子あるいはロールズRawls (1971)の大部の著書を検
討するだけでも，概念的な明断性が，いかに洗練され学識豊かなものになっても，第1のレベル

された向題を解決できないことが明らかになる。こうして，パリーは繊細で哲学的な分析

をめぐる論争を通して，ロールズの社会的，心理的前提にどのように最小限の調整を加えれば，

社会の形態がリベラルなものからから平等主義的なものに決定的な変化をとげる可能性が開かれ

るのかを明らかにしている。にもかかわらず，第 1のレベルの問題は残されており，パリーは最

後に好みに罰する個人的な意見を述べて終わっている O これは強引に導き出されものではなく，

彼の前述の主張と合致するものとして示されているにすぎない。「私はリベラルの考え方に強い

愛着を感ずる。もっとも，その一方では，政治的，社会的，経済的組織の問題においては，利他

的な協力には効率性の多大な部分を断念するだけの価値があると信じているし，ヒエラルヒーは

私が思い込んでいるよりも人間の心理によりしっかりと基づいているのではないかと考える」

(Barry 1973， p. 168)。問時に，この一舗によって，論争には第3のレベルが存在することがわ

かる。このレベルでは，概念が関連する事実に照らして検証されることによって第 1，第2のレ

ベルが支持される。とくに，それは現実の社会変化の早さか，それとも理論家の営為が，経験的

研究の枠を超えているような場合にあてはまる。

もちろん，政治家は多少なりとも第1のレベルにおいでさえ熱心である。たとえば，労働党あ

るいは民主党の政治家が，私学による教育は好ましくないが，廃止に要するコストは非常に重い

財政負担をもたらすので，当分この開題に取り級むことはできないと述べるとき，議論の余地が

あるにせよ，誠実な優先順位が提示されている O しかし，保守党や共和党の政治家が，すべての

子どもが知性を獲得し，自分の才能や能力を十分に発達させるうえで平等な機会をもつべきであ

ると主張した上で，それに続いて教育の市場システムに賛成すると語るとき，彼らの主張を読ん

だ者や聴いた者が，どのような優先順位が提示されたのか当惑させられでも無理はない。そこで

は，最初の主張が間こえの良いレトリックとして受けとめられるか 2つの主張が調和しうる市

場システムないし総合教育システムにおいて，知性を磨く機会がすべての子どもに平等であると

いう(誤った)経験主義的な提案として，後者の主張が受けとめられるだけにすぎない。後者の

場合，かりに概念として明確であれば，経験的研究がこうした議論を解決できる。これは社会科
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学者にこそ与えられた仕事である。そして，新しい政治算術を手短に検討する際に，この問題に

立ち戻ることになるだろう。

教育改革によって，より平等な社会に弼達する可能性に関しては幻滅感が広まっていたが，現

在ふたたび，ある新しい装いをもった楽観論が現れてきた (Mortimore第31章)。そこでは，ど

のような教育であれば，豊かな社会の構成員たちにとって獲得可能な物質的・文化的豊かさが，

より広く享受されるのかを確定するために，さらなる社会学的研究が必要で、ある。もちろん，様々

な理想、をかかげる立場からの誘いがある。なかでも，イヴァン・イリイチによる共生的社会の見

取り閣は，かつて流行したものであった(ロlich1971， 1973)。もっとも，イリイチの考え方を好

むにせよ，他の救済策を好むにせよ，理論と政策の関係についての矛盾，われわれの夢の実現の

ためにはどのような手段が適当で効果的なのかについての矛績は避けようがない。われわれ自身

の見解は，基本的には，平等な社会は経済的・政治的改革によって造られるべきこと，教育の役

割の大部分は，そうした社会がいったん達成された場合にそれを維持することにある，というも

のである。

平等と教育の関係をめぐる議論を振り返ってみると多くのことがわかる。そして，これと関連

して， 1960年から1980年にかけての合衆国とイギリスでの公的な貧闘対策に隠するシルヴァー

Silver (1991)の見解をみれば，学問と政治の腫史における平等と教育の関係をめぐる議論につ

いて鮮明な像が浮かんで、来る。ただし，政策の基礎となる主流の理論の起椋は，後述するように，

19世紀にまで遡ることができる。

(1 )教育のブルジョア化に関するリベラル理論

ヨーロッパと合衆国における公的政策の歴史を振り返ってみると，紛れもない平等主義の系譜

を見出だすことができる。とはいえ，それでもやはり，教育的手段によって平等主義を実現する

ことはできなかったという事実一一現在行なわれている議論への敵意そのものがそのことを証明

している一ーは衝撃的である。基本的な原因は，西洋の政策の基礎となる理論が，歴史的経験と

いう試締を経ていないリベラルな諸概念から成り立っているため，誤っていることにある。

このリベラル理論は，少なくともイギリスでは，経済学と社会学の境界線が今ほど明確には引

けなかった政治経済学の怯統からは外れていた。この理論の古典的な主張は，アルフレッド・マー

シャルによって120年以上前に書かれた文章のなかに見出だせる。これはイングランドのケンブ

リッジにある改車クラブ (ReformClub)において， r労働者階級の未来Jという題で発表された
ものである。 (7)この有名なエッセイは，教育と社会階級との関係についてのリベラル環論の原点

にあたるもの(Jocusc1assicus)である O(8)これは，この章でも取り上げてきた社会変容と同様

の震要性をもっ社会変動について述べているため，再考する価値がある。社会変動についての見

解を見直すことによって，われわれは自分自身の立場をよりはっきりとしたものにすることがで

きる。もちろん，マーシャルがものを書き，発言をした時代には，女性が知的生活に貢献するこ

となど事実上認められず，性別分業により女性は彼女の父親や夫の職業から派生した階級制度の

なかに位置づけられていた。彼は実際はリベラリズムに傾倒しており， r経済学原理jのなかで，
ジョン・スチュアート・ミルの同様なテーマの著作に対するミル夫人の献身を高く評鏑してい

るO マーシャルが指捕した問題とは次のようなことである。



教育と社会の変容[翻訳] 217 

世界の諸資源、が，多くの住民に与えられるのには十分でないというのが真実であるかどうかは別にして，

青年期の教育とその後の職業，あるいはそれに類似のものこそ，われわれが紳士にふさわしいと考えるも

のである。問題は，すべての男性が最終的に平等になるかどうかではなく一一疑いなくそれは無理であろ

う一一，労働者階級の男性と紳士の関の公的な差別がなくなるまで，つまり，少なくとも職業によって分

類される限りは全員が紳士であるとされるようになるまで，ゆっくりではあっても確実に進歩していくか

どうかであるo

マーシヤjレの社会成層システムに関するヴィクトリア朝時代の概念は文化と性格に焦点を合わ

せたものであった。文化と性格は，特定の猪級の属性であり，政策もこれに向けられなければな

らなかった。その理論によれば，文化と性格の形成は(職業を決定する)教育と職業的経験の機

能であり，媒介変数は労働における経験である。彼が「紳士jの職業と見なしていたのは高い文

化と性格の胸冶を直接促し，よく目配りされた長期間の教育を必要とする特質をもったものだ、っ

た。彼はさらに当時の職業構造を，社会的に高い職業から「中伎の」職業，そして「多くの不熟

練労働者が属する社会の階部，大多数の男性が長時潤にわたる知的とはいえない重労働の後，消

耗した体と鈍く怠情な精神を携えて狭い我が家に帰っていく j職業までが，綿密な等級によって

(素晴らしい個人的資質をつくりだす傾向という観点から)， }順序づけられているものと見ていた。

19世紀中頃の状況からの解放をめざすマーシャルの提案は， r想像上の国jの描写のなかに出
てくる。そこでは，長時跨の重労働による苛酷な影響は取り除かれ，紳士にふさわしくないよう

な職業に就く者はいなしミ。これが実現されるには，技術的進歩，教育の長期化，労働時間の短縮

が必要だとされた。

彼はそうした教育，経済，社会は実現可能であろうと述べている。

われわれは想像j二の箇をスタートさせるための条件が何なのか，きわめて明確に知っている。その条件

は次のように定式化できる。 寓の公平な分配が行なわれ，人口は極端に多くはない。人々は皆，青年期に

教脊を受けるが，それは継続的で長期的な教育である。日中，肉体労働に多くをさくことはなくなり，夜

は知的，芸術的な楽しみをもっ時間も習慣も確保できるようになる。したがって，個人が粗野で洗練され

ていない状態におかれることはない。役会が粗野で洗練されていない状態におかれることもない。

しかし，そういった社会を維持していくことはできるのだろうか。マーシャルはヴィクトリア

朝時代のイングランドにおいて真剣に出された異議に対して論駁を続けた。まず，彼は肉体労働

に費やされる時隠の大騒な短絡が経済的な破滅を導くのではないかという懸念に対して反論して

いる。こうした主張は， 19世紀中頃からのイギリスの雇用主側の常套句であり， 1930年代の不況

の時期のみならず， 1990年代のヨーロッパ統合に懐疑的な人たちのマーストリヒト条約への反対

るまで存続したO こういうわけで， 1918年のフイッシャー法案が国会に上積された際 R

K トーニーはイギリス産業連盟教育委員会の覚書きに反論してマーシャルの主張を繰り返すこ

とになるのである。その議案は， 14才以下の子どもについて，義務教育とするというものであった。

これに対し，イギリス産業連盟は， r週8時間もの時間が労働時聞から失われると，多くの産業
が打撃を受けるだろう。これらの産業はきわめて少しずつの発展を頼りにする以外に，この状況

に耐えていくことはまったくできないだろうJと述べた。事実，わずかではあるが，マースト 1)
とト条約への抵抗を社会的に擁護する事態がいまだに現存している。

トーニーは横慨をこめた皮肉によって，精に反論した。
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イギリスの産業が年少者の労働という細い糸によって深淵につりさげられており 8時間の教育によっ

てその糸がぷっつりと断たれてしまうというのであれば，また，科学的発見と経済的進歩から 1世紀たっ

ても，われわれの産業組織や国家の繁栄ゃめったにない余暇を生み出すことが依然として14才の子どもた

ちの曲がった背中に負わせられているとすれば，イギリス産業連盟のみならずとも，結局のところ，少し

は心を動かされるのではないか (Hinden1964)。

マーシャルの場合，主張のしかたはもっと冷静であるが，他の点では一致している。それは技

術の進歩と，資本の発達した形態を技術的に生み出す熟練労働への高い利益還元にもとづいてい

る。知は力なりというのはすでに使い古された決まり文句であるが，知識をもっ者は苦役を減ぜ

られるという考え方は，経験がすべてだという常識とは反対のもので，革命的であった。それでも，

マーシャルは， [訳注一一労働時間は銀縮されても]1人当たりの総労働最は以前より増えるだ

ろうと断言するほどであった。すべての労働は熟練したものになり，何の技能も必要とされない

仕事に従事させることは何の重要性もなくなるだろう。発明がなされ，すぐに実用化されるだろ

う。この点における彼の主張は，藤業化された世界，産業化されつつある世界で一般的な公的政

策においておなじみの現代的なテーマ，すなわち，人的資本への投資こそ万能薬であるというよ

うに読みとれる。しかし，人間の性質と社会についての高尚な見解にふさわしく，彼は高められ

た能力を精力的に使用することを強調し，その直接的な成果は礼儀正しさと分別の向上にあり，

物質的富の増加は2次的な結果にすぎないと考えた。 20t仕紀になってトーニーがこのテーマを発

展させたとき，経済的価値に対する社会的価値の優位性がさらに明確に強調された。

マーシヤルは，親のなかには自分の子どもに対する義務を無視する者がいるため高い水準の教

育は維持され得ないという次のような反対意見に対しでも，いったん達成された新しい社会が維

持される可能性を主張している。

不熟練の労働者階級は，さらに増大するだろう。彼らは，競って震労働をおこない，多くの賃金と肉体

的な快楽を手に入れるため，自らの教室主を高める手段を犠牲にし，熟慮せず結婚するだろう o人口が増え，

生計を圧迫し，高等教育を授けることは闘難になり，社会は現夜と同様の7，1(議まで退行するだろう。それは，

結婚前の自分の子どもに肉体的・精神的な教育を与えなければならないという親としての義務がまったく

無視されるような社会である。そのために，自然は，慈悲と， しかしながら峻厳さをもって，貧困な人生

をおくるようになる前に，あえて若い命をこの世から奪うのである。

ここには， 1870年代までのヴイクトリア朝時代の人々がず、っととりつかれていたマルサス

の名残がある。マーシャルは自尊心(教育の誕生)と外的な抑制 cr社会はそうした失敗によっ
て被る危険を鋭く感知するだろう。そして，反逆罪として罰するだろうJ) というふたつの力に

信頼をおいた。かくしてマーシャルは結論づける。「それぞれの条件によって，われわれが描写

してきた国家の継続的で進歩的な繁栄に必要とされてきたものが満たされるだろう。国家の繁栄

は富一一物質的，精神的なーーをもたらすだろう。J

(2)マーシャル意義の慧眼

今日，競争的なグローパル経済への対応をめぐる議論は，労働者保護と社会保障の点に関して，

保守主義者と社会主義者との聞で分裂している O ヨ…ロッパのマーストリヒト条約が熊点となっ

ており，イギリスと合衆国は， ドイツ，フランス，スカンジナピアがずっとしたがっていた政策
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の優先順位に対抗している。フランス大統領シラクは濯用の創出は既存の労働者の健康，社会保

障，最低賃金の保護に優先されではならないと強く主張するが，マーシヤルの残した考え方はア

ングロサクソンの世界では無視されている oしかし， 1世紀後の今のイギリスと合衆国を見ると，

マーシャルの「想像上の問Jに必要とされる前提条件は，どちらかといえば，経済的ナショナリ
ズムの時代の彼の若々しい予想を上回っていることがわかる O かりに不熟練労働が退行と無惑悲

のものさしだとすると，イギリスの全就業人口に占める割合は1931年に14.8%だ、ったものが，1971

年には8%未満に低下した (Halsey1971)。事実，ホワイトカラーの織業に就く集団(彼は中間

階級と呼んで、いる)は1911年から1966年までの陪に176%増加し，現在では全体の50%を超えて

いる。さらに，ホワイトカラーの中でも，熟練した科学的・技術的労働者の数が急激に増大して

いる。これは，人的資本への大規模な投資，および，科学的かっ資本集中的なテクノロジーの発

達を反狭している。

しばらくの間，つまり，戦後から1970年代中頃までは，労働時間は週54時間から40時間に短縮

され，著しい改善が見られた。とくに，第2次世界大戦後は有給休暇が施行されるようになった0

1972年までにイギリスの肉体労働者の4分の3が3週間の有給休曜を利用するようになったが，

これは1951年に有給休綴を利用したのが1%にすぎなかったのと対照的である (HMSO1973， p. 

78)。住居と健康の水準も上がってきた。富は蓄積され，国民生産は1900年以来4倍になった。

少なくともいくつかの点においては，普通の人々の物質的条件は，マーシャルの時代の紳士より

もよいものになった。さらに，家父長制的社会の変質にともなって女性が享受する偲人的・経済

的・社会的自立がより大きなものになるにつれて，社会における女性の地位が根本的に変わって

きたυ

他方，ヴイクトリア朝時代のイギリスにおいては私的財産が国の富裕者の上位5%にほとんど

すべて集中していたが一一これはマルクス主義者による単純な階級の定義にきわめてよく似た条

件である一一，この富の再配分は遅々として進まなかった。上位5%が保持する富は1911年には

86%だったが， 1950年代までには67%になり， 1970年までには55%になった (HMSO1973) 0 1970 

年代以降，この傾向は逆行し，イギリス，合衆毘の両国において，富裕者に対する国の寓の分配

が増加しつつある (Commissionon Social Justice 1994， Phillips 1991)。さらに，特に富裕なごく

わずかのマイノリテイが所有する富だけで，多くの貧国なマイノリティが所有する富と匹敵して

いる。 1971年の末，イギリスでは300万人が補助給付金を受給した。扶養家族をも含めると，そ

の数は450万人にのぼり，うち16才以下の子どもは約100万人であった。フイ}ルド Field(1995) 

の推定では， 1990年代初頭においては，人口の半数が何らかの主要な補助給付金を受給して生計

をたてている。その一方，豊かなホワイトカラーの労働者からなる中流の大衆は，かなりの物質

的な繁栄を享受し，収入や権力の急勾配のヒエラルヒーの上部に位置し，有利な立場を確保して

いる O ただし，合衆国では，多くの「中流jアメリカ人の生活水準はこの20年以上で低下したよ

うに見受けられる (Levy1987， Peterson 1994)。

16才までの義務教育修了の段階に達すると，中等教育やさらに上級の教育に向けて，きわめて

負担の大きい準備もしなければならなかった。しかし，教育における不平等は依然として残って

いた。それを資料によって裏づけることが教育社会学において繰り返し出てくるテーマである。

近年の研究の要点は教脊の拡充にもかかわらず格差がなくならないことを解き明かすことであ

る。こうして，今世紀の様々な研究は，労働者階級の家躍の子どもたちの教育アスピレーション

が強まる傾向を明らかにしているが，少なくとも教育のうえでは，労働者階級が中荷!曹と向ーの
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立場にたつことはなかった。

マーシャルは教育，職業，階級の潤の関係に関してリベラルな理論が主流だったヴィクトリア

朝時代の視野でものを考えた。ハルゼーはこの倍統と理論に続く歴史を別に跡づけ(蕊alsεy

1972) ，こうした考え方は用語の使い方においでさえ誤っていると述べる。その包標一一教育に

おける機会の平等 は政策決定者には理解されにくかった。ジェームズ・コールマンが述べる

ように，この概念がインプットあるいはアウトプットのいずれの点で定義されるにせよ，純粋な

政治目標としてはそのままの形では実用化できないということだろう。もちろん，もし教育のあ

らゆる段階に対応する普通的な対策というものがあるなら，自標は明確に達成されるだろう。し

かし，実際は，ジェンダー，階級，エスニシティの間での選抜や到達度の差によって，さらに上

級の教育を受けるかどうか，職業的に優位なとょにラルヒーに入れるかどうかがおおよそ決まって

くるのである。

後で指摘することになるだろうが，マーシャル自身は，メリトクラシーの問題を避けていた

(Young 1961， Herrnstein 1973)。メリトクラシーの考え方によって，後lこ，技術的進歩の前提

である異った種類の労働に関して供給，需要，価格という独立変数が設けられ，これによってリ

ベラルな理論が説明されることになった。この進歩は実現し，戦後になると，最も高い職業をめ

ざす人々のなかにも，様々な出身の人間がみられるようになった。しかし，肉体労働者において

は，こうしたパターンの「環点Jをめざす採用と大量の自己選抜(self-recruitment)が共存している。
産業社会における教育は，なによりもまず，ある世代から次の世代への確実な地位伝達のため

の手段であった。これは，熟練労働が(技術進歩によって)相対的に拡大するごとや(社会階級

と出生率の関係が反対であることによる)高貴な生まれの人々の「不足J数の f置き換えJを通
してだけでなく，下層階級にうまれた子どものうち少数の者が，教育やキャリアの屈での成功を

めぐって競争することを通して生じる，世代間の侍らかの職業的流動性とは相入れない。 20世紀

の産業社会において，いかに大きな社会的流動性が経験されてきたのかという点が，エリクソン

とゴールドソープEriksonand Goldthorpe (1992) によって， r不変の流動性Jとして詳細にま
とめられている。統計によれば，残存する不平等は大きく，上一中流階級の子どもは平均の3倍

ものチャンスを与えられ，下層の労働者階級は平均の半分以下のチャンスしか与えられない。し

かしながら，不平等の程度は小さくなりつつあり，社会的出自のヒエラルヒーの頂点部分でチャ

ンスが減少し，底辺部分では相対的にわずかの改善が見られた。こうして，教育における平等に

向けて多くの前進が見られたO

マ…シャルは，本質的には，ブルジョア化のテーゼ，すなわち，産業社会がさらに高い水準の

と収入を実現するのに伴い，労働者階級が中間層と問等な立場になることによって階級は確実

に意味がなくなっていくという理論を展開した。 (9)マーシャルの場合，こうした労働者階級と中

間層の同一化は，労働者階級にとっては，労働における経済的環境を改善し，社会において労働

以外の生活を享受する機会と心構えをもたせるような技術進歩によって実現されるものだ、った。

同様に，規範的な間一化も彼の理論，すなわち， r紳士らしいjとされる性格と文化の広まりは，
部分的には職業的な経験にもとづき，長期間の教脊を積み重ねることによって促されるという理

論にとって重要であった。

しかしながら，マーシャルは特に述べではいないが，ゴールドソープ他Goldthorpeet al. (1969) 

が提出したブルジョア化のテーゼについてのリベラルな説明を理論的・経験的に打破することこ

そまさに彼の試みたことであった。
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これらの近年の研究者は以下のように述べる O

f収入の増加，労働条件の改善，より賢明でリベラルな麗用政策などは，本来，基本的には，今日の社

会の産業労働者の階級的立場を変えることはない。こうした変化にかかわらず，産業労働者は依然として

自らの労働力を賃金一一ーたいていは出来高払い，時間払い，日払いだ、ったーーと引き換えに食業に提供す

ることによって主主計をたてている。J

肉体労働者とそうではない労働者の労働条件の顕著な違いはいまだに広く存在し続けている。

それゆえに，これらの研究者は，頭洋の産業主義が示す進歩の観念をいささか懐競的にみている。

そこにおいては， rr中間層i社会の拡大は継続的な経済成長から多かれ少なかれ自動的にもたら
された主要な過程とみなされているふしかし，より豊かになり，産業の技術的組織化が進歩す

ることによって，社会成層のとエラルヒーの過激な再編が51き起こされる見込みはない。せいぜ

い，階級のない不平等主義があるだけである O ゴールドソープはすでにもたらされた発展につい

て，むしろ「ある種の肉体労働者の集団とそれ以外の労働者集団の潟の標準的な収数Jのひとつ

と説明する。

ブルジョア化の予言についてのマーシャルの説明は，それゆえ，事実によって立証されること

はなかった。労働者階級が性格と文化の点で中間層に f一方的にJ時一化しないのみならず，ヴィ
クトリア朝時代後期のケンブリッジ出身の名士を理想、とする生活様式が普及する傾向がみられた

わけでもなかった (Halsey1992)。マーシヤル自身は社会意識についての洗練された理論という

面倒な仕事に本気でとりくんだのではなかった。彼は実際は，彼の時代の「紳士的なJ文化が豊
かな社会の女性と男性双方にとって共通の文化になることを想定していた。彼は技術力に裏打ち

された経済成長に必要とされてきた分業の極端な形態の場合，文化的な意味でコストが高くつく

ことにただ漠然と気づいていただけだ、った。同様に，前世紀末に，彼は植民地主義の崩壊という

結果を予想できなかった。(10)したがって，彼は社会的，民族的に多元的な社会の発展を予知す

ることができなかった。多元的な社会とは，同化主義的な政策および教育プログラムが，文化や

生活様式，個人の趣味といった確実に存在する多様性を認識することができないという理由で拒

絶される社会であり，これは，マーシャルの f想像上の国Jをポストモダン的に解釈したものと
いうことになるだろう。しかし，否定できないことは，自由というものとの捜雑な関係は別にし

ても，平等はコミュニティにおける強屈な基礎をも前提とすることである。もちろん，こうした

理由から，コールマン Coleman (第4章)，ベラ…他Bellahet al. (1985) ，ガンス Gans (1988) 

といった合衆国の研究者は個人主義，コミュニティ，杜会の間の関係を検証してきたO 教育とい

う文脈においては，ジョン・デューイの『民主主義と教育jが今日的な問題に深く関連している。

同じように，共同 (fellowship)としての社会主義の考え方 (Terri1l1973)が， トーニーからテイ

トマスに至るイギリス生まれの政治思想、にとって主流となっている。コミュニティと平等の両方

を実現するための教育手段としてコミュニティ・スクールがあるが，この考え方を首尾一貫して

支えているのはこの怯統である (Dennisand Halsey 1988)。

9.社会変動における決定論と開放性

公的政策の底流にあるリベラルな概念はつねに適切な学習理論を欠いていた。たとえば，合衆

障の補償教育運動あるいはイギリスの教育優先地域の経験によって，不平等の起源がライフサイ

クルのより早い時期に求められるようになった。しかし，最終的には，リベラルなアプローチへ
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の批判は，マーシャルや後の 1)ベラルな理論家によって提出された階級概念への攻撃という形を

とった。とくに経済的自由によって支配されている近年においては，親の態度の違いが子どもに

とって労働とコミュニティの状況を統合する要素としてよりも，むしろ分離する要素と考えられ

るという点で，階級概念は|凍腐なものになっている (Mohanty第36ilきも参照)。いうまでもなく，

所与の経済あるいは収入レベルにおいて，多種多様な癒望や自擦が~事在しており，つねに存在し

てきた。しかし，本費的なことは，教育的経験における階級の影響について考える擦に，教育を

成就させようという親の態度や動機づけが階級とは無関係であると考えないことである O 教育達

成を一連の偶人的属性の結果として説明する理論は，われわれが階級として認識する構造的な力

の重要性を見失っている。適切な理論は，資源の配分におけるこれらの構造的不平等性にも注目

しなければならない。これこそ階級社会に不可欠な条件だからである。

このように，階級システムにおける前提と結果にとらわれず教育を試みるのであれば，その試

みは，個人的属性と同様に構造的な力をも含むものでなければならない。公的な教育システムの

内部においても外部においても，労働者階級の子どもに対して一貫して不利に働く社会的なカが

ある。その力とは，教脊において成功し，有利な職業的地位を得るために必要な類の学習に関し

て及ぼされるものであり (Bernstein第3章， Delpit第38章)，言語能力，家族や近隣からの励まし，

教師の期待，教師と親の共同による効果，社会的条件に違いのある子どもが展望できる職業の範

囲などが含まれる。結局，それは資源の問題である。どんな点についても，さらに学校の内部に

おいても外部においても，労働者階級の子どもは，より恵まれた中間層の同世代に比べて，学習

に関してきわめて少ない機会しか活用できない。社会階級と教育達成の関連は，それゆえ，理論

によって説明されるものではなく，家族や近隣での学習，教師の訪11練，適切なカリキュラムの創

設，親の参加の奨励，住宅水準や雇用の見通しの向上，つまり教育資源の艶分に対する公的支援

の変化を伴うようなものでなければ，政策によってもなくすことができるわけで、はない。こうし

た理論を行動に移すには，リベラルという伝統を超えようとする意志をもった政治的なリーダー

シップが必要である。

(1)平等への揮監職業的ヒヱラルヒーの不可避性

とくに一考に値する平等主義の理論について，その実現可能性を妨げる 3種類の議論が繰り返

し現れる。まず最初は，職業的ヒエラルビーの不変性に関するものである。アルフレッド・マー

シャルが技術の進歩にあれほどの期待を抱いていたにもかかわらず(そして，おそらく，それゆ

えに)，ある種の職業が他の職業に比べて，より不挟で報われず，健康に悪いという事実上の必

然性を考えれば，職業的ヒエラルヒーは変えることができないという主張である O グローパル経

済および，国内労働力の熟練に投資するという政府の競争戦略によって，実際に，職業的ヒエラ

ルヒーがグローパルなものになった。生活機会が個人の職業によってほとんど決定されるならば，

社会的優越性のヒエラルヒーは不可避であり，したがって，機会の平等とは対照的に，平等その

ものを手に入れることは，不可能であると考えられる。しかし，この仮定を受け入れたとしても，

それゆえに，より平等主義的な社会が，社会学的に不可能であるわけではない。反作用をもっ多

様な社会政策(累進課税，富裕税に対しては，自由と経済効家に名を借りた異議申し立てが提出

されているが，こうした明らかな政策とは別の)を想定することは難しいことではない。ブライ

アン・パリーは以下のように述べている。
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最も効身主的な一撃は，高等教育に進む前，あるいは職業に就く前に，必ず3年間，指定された場所で最

も不愉快とされる仕事に従事することを義務づけることである(これは教育上の利点があるだろう)。こ

れを補完するものとして，スイスやイスラエルの軍隊のように毎年lか月凋召集し，ただし平和的な仕事

をさせる。これらの段階は，もちろん，織業上の選択にある程度しか影響を与えないだろうが，その公正

さを否定するのは難しいという点でもある程度の影響を及ぼすであろう (1973年， p.164)。

また，他にも教育の内部および外部における制度的な改革がある。「人間性Jに関して途方も
ない仮説をたてなくても，あるいは，社会で広く認知されている他の価値を犠牲にしなくても，

その改革は機能し得る。社会的賃金が市民所得ないし参与所得 (citizenor participatory income) 

に発展すること (Parijs 1992)は，労働市場に藍接参入する形をとらない社会へのサーピスを認

めることになるので，そのような改革の 1つであるといえ，これによって世界的な平等主義に向

けての大きな第一歩が踏み出されることになる O

そこでは，価値の選択がふたたび問題の核心となる。それゆえ，より平等な社会が追求される

ときに，自由と平等がただちに対立するとは限らないという見地から，われわれはリカレント教

育あるいは生涯教育と呼ばれる一連の思想やスウェーデンのエコノミスト，ゴスタ・レーン

Gosta Rehn (1972)の見解に桂昌しよう。

平均的なフルタイムの産業労働者は人生のうち約100，000時開を仕事に費やしている。したがっ

て，ここには平等主義的，自由主義的観念が適用できる広い領域がある。個人の自由のために責

任を有する政府は，たとえ自発的に結ばれた契約であっても，それが強制されないよう目をくば

り，自由市場の厳しさに対抗して人々が共謀しようとすればそれを排除しなければならない。ポ

スト産業社会は，能率的な大量生産，完全雇用の維持，不必要な労働の廃止に専心しなければな

らない。こうした仮定の下では，教育，仕事，余暇，退職といった人生のパターンにおける大き

な変化や多様性を'慎重に計爾することも可能である。そのためには，決定権を官僚から個人へと

可能な限り委譲するような方法が考えられる。その底流にあるのは，修正された社会契約観であ

る。個人は，仕事と物質的報酬，社会保障とを交換するという契約を生涯にわたって社会と結ぶ。

そのような社会においては，個人は，一致したルールの広い枠組みのなかで，毎週，毎年，個人

の生援にわたって，交換の時期と場所を決定することになるだろう。前産業社会の苛酷な貧困に

よって後世に伝えられ，学業を終える法定年齢や 1週間分の労働時間，年次休暇，退職年齢が厳

格に決められることによって守られてきた，ライフサイクルの厳密な分割，教育・余暇・仕事の

既定のパタ…ンはなくなるだろう。その代わりに， rフレックス・タイムJ，個人の自己判断に基
づいて学習する権利，暦にとらわれない休暇をとる権利，サパテイカル・イヤー，年齢にとらわ

れない一時的な引退が認められるようになるだろう (Handy，1994)。

これらの新しい自白一一一農かな国々においては， ともかく徐々に，部分的に出現しているーー

がもたらされるには，絶対に必要とはいえないまでも，雇用による報醗を得ていない人々にも収

入を与えるための現行の断片的な計繭をシステム化することが望まれる。なぜ、なら，雇用されて

いないのは，年の若い学生であったり，失業者であったり，妊娠していたり，病気だったり，高

齢の退職者だったりするからである。一言でいえば，普遍イヒされ拡大された権利が市民会員に配

分されるように取り決められることが必要になるだろう (Halseyand Young第52章を参照)。た

しかに，浪費や「据え置かれた満足のパターンjの欠却に対する防衛手段は必要であろう。しかし，

その一般的な考え方は，官僚主義の縮小と億人的選択の拡大を志向する制度的な動向のひとつと
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いえるだろう。たとえば，義務教育年齢が定められるにしても，豊かな国々において現に設定さ

れているほど高い年齢ではない。そして，人々は皆，子どもやまだ生まれていない子のみならず，

あらゆる年齢集団のために，一定の年限の生活費と援業料の支払いに充当されるような基礎的な

学習保険に加入することになるだろう。さらに偶人は自らの人生設計にしたがって，教育の権利

を主張することができ，現在のように，子どもの時期を引き延ばすよう迫られることはないだろ

う。こうして，若い時期には低い技術しか要しない仕事に就くことが奨励され，職業上の地設は

階級より年齢の陪題とされるだろう。継続教育を受ける権利は，もし当人が選択するなら，時間

ができた時や，より豊かな引退生活において行使されでもかまわない。

ここでのポイントは，生援教育は原則として平等と自由を強化させるのに賞献するだろうとい

うことである。世代間の平等をより徹底させる可能性がたしかに十分ある Oしかしながら，それは，

成入学級，サパテイカル，デイ・ 1)リースコース[訳注一一一職場から 1週間に 1日または半日ず、

つ2日通学するコース]，遠隔学習プログラムをさらに整備するのにむけた宣訟として，容易に

糠腐なものになってしまう危険がある。生漉教育が，社会保障や年金のように，市民の権利とし

て真鰐に取り組まれてこそ，平等主義的な方向での既存の制度の変化が可能になるだろう。これ

には，意欲的な制度上の工夫，仕事と教育のより柔軟な関係， r学習組織J(Zuboff 1989)の結
成に向けた動き，教育可能性とカリキュラムについての教師の楽観的な定義，コミュニテイ・ス

クールのさらなる発展，より潤沢な教育予算が必要になるだろう。

ここに，教育政策の中核を成し，将来必要となる労働を正確に予測するうえで鍵となる問題が

ある。伝統的な理論は単純だった。人間の願望には際関がなく，それゆえ，労働の供給とは，本

質的には，進歩しつつある産業システムの要求に応、えて，言11練された労働者の流れを調整するこ

とである。概して， 20世紀は，多かれ少なかれこの路線に沿った効率的な適用がされた時代であ

る。さらに，人的投資という観念は，公的支出の削減を決める方向の動きと並行していたにもか

かわらず，支持されるようになってきた。

その他にも，さらに議論をよぶ理論がある。それは，技術が，製造業から医療手術まであらゆ

る分野において人間労働の代わりをつとめるという考え方である o R .ドーア R. Dore (1976) 

によると，失業，とりわけ不熟練労働者あるいは最低限の教育しか受けていない労働者の失業は，

不況が続くと増加する一方であるが，景気がよくなっても完全には問後しないことがその証拠で

ある。したがって，過去の教育政策をそのまま現代に適用しようという単純な拡張主義について

は，完全躍用，不足する仕事の分配，なかでも，より豊かになった社会において所得をより

に配分するための新しいメカニズムへの道を探るための研究が急、がれている。

(2)平等への障壁2:学校教育の震要性

考察すべき第2の障壁は，ジェンクスの悲観論と関連してくる。ここでわれわれは，教育の機

会，教育達成と社会的出自の関係，つまりつねに閉鎖的で変わらずに存続してきた関係に関心を

もっているのではない。それよりも，教育とそれに続く生活機会の連関，つまり，社会的分配を

変えるための手段としての教育の可能性に関心があるのである。これは，クリストファー・ジェ

ンクス ChristopherJencks (1972， 1977) によってきわめて強く展開された議論の核心をなす問

題である。ジェンクスは，個人に関する限り，社会的出自と職業上の目標の間の比較的ゆるやか

な関係の大部分が，運とみなされるかもしれないような要因によって説明されるという意味で，

合衆国の職業構造は開放的であると述べる。しかし，その要因のうち，いくつかは構造的なもの
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に根ざしている場合もあるO さらに，この主張が男性労働者の研究に基づいていることを忘れて

はならない。にもかかわらず，ブラウとダンカン Blauand Duncan (1968) による発見から多く

を得て，彼は明僚に述べている。

職業上の地位は，われわれが調べた他のどの要素に比べても，教育達成と密接に関連している一方で，

向程度の教育を受けた人々のなかに依然として甚だしい地位の違いが存在する。 同じだけの学校教育を受

けたのみならず，間程度の家庭的背景をもち，試験の成績も間程度である人々を比較すると，これがまだ

真実であることがわかる O 家庭的背景，試験の成績，学歴だけによって，合衆国でできる仕事の穣類が決

定されると考える者がいたら，それは誤った思い込みである。せいぜい，これらの特徴によって職業上の

地位の羨の約半分が説明できるくらいである。少なくとも，あとの半分は，家庭的背景，試験の成緩，教

育達成とは無関係の要jzgによって説明できる。

家庭的背景，試験の成績，教育達成によって説明できない場合，世代内部の職業移動に原悶が

求められることもある。しかしジェンクスは，また別の原因となる一連の要因を強調しようとし

ている。つまり， r地位の差の多くはおそらく運によるところが大きい(ある製鋼所工員はレイ
オフで，主主装工として臨時の仕事に就く。一方，加の工員は，被の工場がたまたま忙しいために

仕事を失わずにすむ)。また，選択によるところもある(ビジネスマンが下着メーカーを辞めて

聖職者になる)J。さらに，所得の平等についてジエンクスはこう続ける。「所得も運に左右される。

思いがけない知人が特にその仕事に導いてくれることもあれば，職探しの際に，たまたま特殊な

コミュニテイでしか役に立たないような種類の仕事に就いてしまうこともある。また，自分の勤

める工場だけに長時間の超過勤務があるかもしれず，悪天候がいちごの収護高に打撃を与えるか

もしれない……。その他にも多くの予測不可能な出来事があるj。

ジェンクス Jencks (1972)の主張は，教育改革こそが世代から世代へと続く貧困という災い

をなくするためのもっとも優れたメカニズ、ムであるという，それ以前の伝統的な見解に対する厨

答だ、った。われわれは，個人の抽象的思考能力における遺伝的な違いを主要な理由にして，経済

的不平等を非難できないと考えていたが，ある意味では，そのとき彼は経済的不平等についての

通俗的な説明を打破しようと努めていた。

同じ試験成績をとった人々の問の経済的不平等は一般の人々の織の経済的不平等に匹敵するほど大きい

ものだからである。親から子どもへと不利な条件が51き継がれていくからといって，それを主要な理由と

して経済的不平等を非難することはできない。というのも，殺の経済的地位が向じであっても，人々の関

の不平等は一般の不平等とほとんど向じ位大きいからである。学校関格差による経済的不平等を非難する

こともできない。なぜなら，その学校に通う者について，いかなる測定可能な属'段を取り上げてみても，

学校関格差からごくわずかな影響しか受けていないと考えられるからである。

ジ、ェンクスの統計分析に疑問を投げかける研究者もいた (rハーバード教育学評論JHarvard 
Educational Review 1973)。この分野の権威，ジェームズ・コ…jレマンは，ジェンクスの分析にまっ

たく満足していなかった。コールマンは，ジエンクスが，機会の不平等と結果の不平等というふ

たつの不平等の意味を明確に区別できていない点を根本的に批判する O 彼は，ジェンクスの意図

は結果の不平等を論ず、ることであり， しかし実際に彼が時間を費やしているのは機会の不平等の

検討であることを，きわめて正確に指擁する。ジ、エンクスが論証しようとするのは，たしかに，

学校教育の機会の平等化が個人間の所得の不平等を変えることはないということである O 学校教
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育によって説明がつくのは，所得格差の約12%にすぎない。しかし，コールマンは，職種によっ

て生ずる所得の不平等について説明がついても，それによって，この職種に就くことになる人々

の特性を説明できないことに不満を述べる O しかも，ジェンクスは前者の問題に直接的には取り

組んでいない。一方では，所得の分配と，学校教育および家族の特性の分布が関連しないことを

示すことによって，彼は，杏定的にではあるが，貧国層にとっての根本的な問題点は金がないこ

とであるという当たり前の真実を指摘している。しかし，他方では，彼の用いた分析方法では説

明できない大きな所得格差が残されたままである。それについては，彼は，様々な公式によって，

運のゆえとしたり，恋意的ではないまでも気まぐれに分配された能力のゆえとした(市場社会に

おける「運jと気まぐれに関しては， Goldthorpe第44主主を参照)。

しかしながら，第2の分析がなされた Uencks1977)。この新しい分析には40万ドル(ジェン

クスらの概算によれば)投入され，われわれが知っているが必ずしも貯まない共通の世界観の護

活がはかられた。しかし，社会学者たちは，以前，教育によって平等に到達する可能性について

農無的な絶望感が生まれたとき，それを払拭しようと抵抗したように，こうした過剰反応にうま

く抵抗するだろう。より賢明に判断すれば，ジ、エンクスのチームが f不平等jについての批判を

真剣に取り上げたこと，家族・パーソナリティ・学校教育という変数をより厳密に定義したこ

と，再分析という非常に困難な努力を行うに当たってこれらの定義を用いたこと，費問を洗練す

ることで回答に付加価値をつけたことなどが賞賛されるべきである。しかし，その方法は，間業

者たちが切望する社会科学の進歩を欺くものである O

ともあれ，この復活は，決して完全ではなかった。家躍的背景によって説明がつく職業的地位

の格差は，かつては全体の32%だ、ったが，最近は48%である。学校教育で説明できるものはかつ

ては42%であり，最近は55%である。家庭的背景，試験の成績，学校教育の年数，億人的特性といっ

た変数を統合すると，最初に市場に参入する人々を見れば，大人になったときの職業的地位に関

する格差の55%から60%について，また，男性の年収格差の33%から41%について説明できる O

このように， r不平等Jに対する一般的な酷評は計算のやり直しによって防げるようなもので
はない。たとえば， r不平等iでは，見弟関で予測される職業的地位の格差は，無関係のふたり
の人間の問に予測される格差の82%であったのに対して，その数字は最近では72%である。明ら

かに数字が低く修正されたからといって，社会的手腕のある人の活躍の場が劇的に広がったとは

いえない。ともかく，読者はこのふたつの著書の語り口に顕著な変化があるのを指摘できるだろ

う。これは f誰が出世するのか』が公的政策に関してあまり諾っていないからでもある。さらに

根本的にいえば，統計の提示の仕方が変わったことも源問である。すなわち，前の著書は集団内

の格差(の意味)に注目していたのである。

『不平等jは，教育工学による広範囲な改革を志向する偉大な社会という理想主義的な希望を

批判した。しかし，その著舎のきわめて大きな破壊的な影響力は，もっぱら社会的行為の臨界を

示すことにもとづいていた。家庭的背景，試験の成績，学校教育の点で同類の人々は，その後，

一般の人々の分散の約4分の 3程度にまで，職業的地位や所得の範囲をばらつかせている o その

意味で，合衆国は誰にでも関かれた宝くじのような社会であった。しかし，同じ理由によって，

理にかなった生活機会の配分に役立つような社会工学の余地は悲惨なまでに小さかった。もし学

校教育が男性の所得格差の12%しか説明できないのであれば，学校教育の完全な均一化は所得の

不平等のせいぜい12%を減らすだけであろう。批評家は，多元的な原因を抱える制度については

変数関の関係の総体を変えないで，ひとつの変数の値を変えることが可能と考えるのは，統計的
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には簡単であるが，社会学的には妥当ではないと当然のことながら非難してきた。もし合衆国が

あらゆる人々に同様の学校教育を与えたら，その過程において，措級構造，労働市場，そしてま

さに社会全体そのものが完全に変えられてしまうだろう。

f誰が出世するのかjでは，これらの異議が受け入れられている。さらに，ジェンクスらは，

彼らが以前，不当に重要な地位を得ている場合に，それを運のためとしたことについての批判を

受入れ，リストアップされた変数の定義を隈定し，労働市場にとって人的資本が強制的に平等に

配分されることのもつ意味を議論している。とはいえ，逆説的に， 1990年代の社会生活の特徴の

ひとつは，すべての社会集団が，より強い経済的不安定感(および現実)を経験するようになっ

たことである。その結果として，職業経授は個人の能力や，その能力が食業へ委託されているこ

ととは無関係に，次第にリストラ，合理化，ダウンサイジング，リエンジニアリング，買収など

といった法人組織における f運jに左右されるようになるだろう (Brown第48業)。

(3)平等への樺壁3:遺伍的な能カ差

3つめの障壁は，合衆国のジェンセン，ヘアンステイン，マレー，イギリスのアイセンクが強

調する，構造的特徴といわれているもので，教育達成における違いは人種や措級間の遺伝的な違

いにねざしているという考え方である。この の有名な定式化はアーサー・ジェンセン

Arthur Jensen (1969)によって fハーバード教育学評論jに発表された (rわれわれはどのくら

い1Qと学問的業績の後押しができるかJ)。彼の HQの遺伝と教育j(1972)はこれをさらに展

開したもので，一般書としては，ハンス・アイセンクによる『人種，知性，教育jがある。ジェ

ンセンによってまとめられた広範圏にわたる証拠の多くについては論争の余地はない。合衆国に

おいて社会階級あるいは人種的マイノリティ集団のいずれを取り上げるにしても，平均値には明

自な差がある。このことに基づいて雷えば，測定されたものについて科学的な位置づけがなされ

てこそ，崎広い議論ができるだろう。しかし，試験の違いについての説明はもちろん，試験の成

績と，どのようなものであれ知性という語で示されるもの(IQテストによって測定される以外

のもの)の分布との関係の問題は残されているO

試験の成績の分布と相関が重要なのではない。ジェンセンの重要性は，結果についての助言を

ともなった，原由に関する理論を進歩させたことである。これら 2つの領域のいずれにおいても，

分別ある人々はそれぞれの違いをきわだたせることができる。原因あるいは説明の側面に関して，

彼はアメリカ黒人とアメリカ自人の 1Qの平均的差 (10ポイントからおポイントの差がある)は

遺伝なのか，それとも遺伝と環境因子が組み合わされているのか，もしくは，環境だけが原因な

のかという開題を提示している。明らかに，第1の理論は遺伝説，第3の理論は環境説，第2の

理論は向者が組み合わされたものであった。これに対して，アイセンクは 2番目の理論を遺伝説，

3番目の理論を環境説と呼んだ。ジェンセンは，集団内の遺伝可能性から集団関の遺伝可能性へ

の形式的な一般化はできないことをより慎重に認めながら， r教育達成にみられる人種集司，社
会集団認の格差の根拠を主として遺伝的に説明する仕方は，心理的特性にみられる遺伝的惹奥が

存在しないと仮定する説明や，集団関のあらゆる行動の多様性を文化的差異，社会的差別，機会

の不平等一一社会科学や教育学において長らく正統とされていた見解一ーに帰すような説明より

も，ずっと科学的な説得力があるjと結論づける O

ジェンセン自身は，このように 2番問の説明を採用した。全くの遺伝説の立場は考麗からはず

し，全くの環境説については，ほとんど不可能に近いほど疑わしいと考えていた。しかし，われ
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われの見解によれば，全くの環境説はそれほど受け入れがたいわけではない。ひとつには，われ

われは，クリストファー・ジェンクスが彼の著書 f不平等Jにおいて示した遺伝可能性の計算を
重視するからである。興味深いことに，ジェンセンは，遺怯的要因に由来する IQの差について，

ジ、エンセンよりもずっと低い評価しか与えていないジェンクスの数値を無視している。

さらにより重要なのは，結果についての問題である O というのも，その結果によってわれわれ

は科学から政治へと引きずり込まれるからである。ジェンセンは合衆国で最初ではなく最後の個

人主義者であり，機会の多様性と人類にとってきわめて重要な事実である遺信的性質におけるき

わめて大きな変異性が高く評価される(おそらく過大評価される)ような仕方で論じられること

を積核的に認めているO 道理をわきまえた者ならばこの点で争うことはないだろう O しかし，ア

イセンクと問様に，ジェンセンは心理学者の色っき眼鏡をかけており， IQの重要性をかなり過

大評価している。 IQの差が伝統的な学校構造における教育水準の差と関連していることについ

て，彼は半信半疑である。とはいっても，彼は環境説反対論者とともに，経済に占める傭人の位

を決定するうえで， IQが圧倒的に重要であると主張する。合衆聞における所得の分配に関し

ていえば，必ずしもこれは真実とはいえない。ジエンクスのあげた根拠に加えて，ボ…ルズとギ

ンテイス Bowlsand Gintis (1976)が示したのは，職業的地位と所得の組み合わせによって測定

できるような経済的成功の決定要国として， IQは社会的経済的背景や学校教育の年数と比べる

と，取るに足りない重要性しかもたないことである。しかし，もしボールズとギンティスの主張

が深刻に受けとめられたなら，ジェンセンの議論はアメリカの黒人とアメリカの労働者階級のた

めの政治的・経済的公正という根本的問題とはほとんど無関係ということになる O こうした意味

においては，ジェンセンにくみする議論は，学問の世界内部の嵐にすぎない。

しかし，遺伝説をめぐる論争は， 1994年，リチヤード・ J・ヘアンスタインとチャールズ・マ

レ-Richard J. Herrnstein and Charles Murrayの fベル状の曲線一一アメリカ人の生活における

知性と階級構造jという著書によって再燃した。それは巧妙な内容の本だった。一見，公正で合

理的だが，実際は，政治的権力による強烈!な干渉である。遺伝と環境に関しては，新しいデ}夕

に基づいた議論は何ら展期されておらず，パーンステイン Bernstein (第 3章)，フソレデュ-

Bourdieu (第2章)，ブードン Boudon (1974) といったヨーロッパの学者による貢献は無視さ

れている。階級は定義されず，階級移動に関する悶際的な研究に言及していない。その代わりに

提示されているのは，制度としての教育的選抜は， IQの差によって「認知的エリーりと無資

格の最下層がつくられるように確実に作用するという階級の再極化理論である。合衆国の黒人は

この最下層に属するような運命にある。なぜなら， IQテストにおいて，黒人の得点の標準偏差

は〔訳注…平均点とともに〕明らかに白人よりも低いからであり，テストで知力を発擁する能力

における遺伝的要素は，ヘアンスタインとマレーによれば60%であるからである。

スティーブン・プレイザー St邑venFraser (1995) によって綴まれた批判的レビュー， rベル
状の曲線をめぐる論争j(第51章も参鮪)は，ヘアンスタインとマレーの反論を無効にするうえ

で大いに役立つ。もとより，ステフェン・ジェイ・グールドStεphenJay Gouldが， r人間の測り
まちがいj(1981)のゆで，すでに主要な議論を予想していたことも事実である。彼は『ベル状

の曲線jの著者たちの 14つの不確実な論理的前提J一一ーすなわち，知性とは，第 1に，単数で
あり，第2に，人々を直線的な秩序にランクづけることができ，第3に，遺伝に基づき，第4に，

事実上は不変なものであるという考え方 を取り上げている。教育社会学を学ぶ者，おそらく，

とりわけ平等を追求する文化をもっアメリカ人なら，教育と社会において遺缶と環境の相互作用
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があることの根拠に控目しなければならない。

10.新しい政治算術をめぐる議論

f社会的アカウンタピリティjのー形態としての新しい政治算術は，われわれのみるところ力

強いものである。過去20年間に政治家やジャーナリストによって作られた経験的 f真実」に対す

るあらゆる主張を考えると，責任ある主張を提出する自主的な研究を求めることが，民主主義の

将来にとって重大な意味をもっ。政治算術は社会や社会制度の性質を研究するための重要な「方

法論」をも提供してきた。こうした方法論は， 17世紀のウィリアム・ベティに由来するとはいえ

ないまでも (Halsey1994)，ブースやウエツブ夫妻にまで遡ることはできる。最近では，それは，

戦後のイギリスにおける家族，階級，教育の関係を調査するために， 1950年代にデイヴィッド・

グラース， 1970年代にハルゼーらが利用したものも含めて，社会政策や社会成層に関する多くの

研究に利用されてきた。政治算術の紹介のなかで，ハルゼ}らは政治算術を利用した初期の人々

について次のように述べているO

正確かっ詳細に自らの社会の状態，とくに恵まれない階層の社会状態を描写することに関心を持ってい

た。しかし，これらの問題へ関心をもつことで学問的な問題に無関心になるわけではなかった。社会状態

の叙述は政治的な改事の準備段階である。彼らは社会の不平等を，その変革のために暴露した。伝統はこ

のようにこ重の意図をもっている。一方で， ["社会の現状jを描写し，証拠によって立証するという主に

社会学的な仕泰をすることであり，他方で，中心的な社会的・政治的な問題に取り組むことである O それ

ゆえ，もし可能であったとしても，とにかく f価値自由な」学問分野とはなりえなかった。むしろ，特定

の価値観に碁づく問題の選択と，データ収集の客観的方法を結びつける試みであった (Ha!sey，Heath， and 

Ridge 1980， p. 1)。

社会的不平等と社会的不公正が増大する時代において， r自動調節」市場が社会的連帯の根幹
を侵食してくる時，戦後進められた福祉改革が逆民りしてきた持，保守系の政治家が「階級のな

い社会」を宣言すると同時に，リベラルな民主主義社会におけるメリトクラシーという支配的な

イデオロギーが，深刻な事態にまで弱体化してきた時 そのような時，新しい政治算術は社会

学問様に民主主義に欠かすことのできない手段として主張されなければならない。そうなるため

には，市民は第 1に， r政府に依存しない共通の自覚を持つjようにならなければならない
(Halsey 1994， p. 440)。第2に，先進的なポスト産業社会の，変化しつつある輪郭，矛窟，捜雑

性を「詳細に描写Jするという課題に取り組むために，教育を受けた開題意識の強い研究者が十
分な数だけ必要である。第1と第2の荷方について，それらを考慮すべき相当の根拠がある。一

部の先進的な経済における不平等の拡大が，政治算術の意義を完全に否定するポストモダニズム

への動きの反換であることは明らかである。 的な方i去を否定することによって，ラザー

Lather (1991)のようなポストモダニズム論者である研究者は，政策の責任を国家に守らせる

という重大な課題に背を向けている。行政的な正当性が統計にもとづいて世間に認められること

を考えれば，政策のイニシアチブとその成果を支える数字についてある程度批判的なチェックが

必要である。

研究においてわれわれが現在よりどころとしている方法論の社会的文脈や理解は，当初展開さ

れていた政治算術の方法論とはまったく異なっている O しかし，社会的アカウンタピリテイのー

形態としての目的そのものは，依然として重要であり続けている。ポストモダニズム論者の仕事
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は個人の自己再帰的な性質への重要な洞察を含んでいる。この性質は社会のより広範な変化に対

応するもので，ベック Beck (1992)やギデンズGiddens (1991， 1994) によって，干引詩的近代

化と呼ばれている。ギデンズGiddens (1994)は次のように述べる。

社会的再帰伎はポスト伝統社会の条件であり結果でもある。意志、決定は，彼の行為がおかれた条件につ

いての多かれ少なかれ継続的な熟慮にもとづいてなされなければならない。ここでの「再帰性Jとは，そ

の活動とは何かをきちんと湾整理し再定義する手段として，活動の条件に関する情報を利用することに関

わっている。 f再帰↑生Jは，社会を観察する者自身が社会的に観察されるような行動の領域に関わるもの

である。そして今日，それはまさにグローパルな範囲にまで広がっている (p.86) 0 

新しい政治算術はこれらの広範な変化に関する澗察を認めるが，その結果，定量的な方法を避

ける事態となったことには否定的である O 定量的な方法は，理論から自由であるという観察の性

貿に関する根本的な仮説をともなった，経験主義的な方法論と論理的に結びついているわけでは

ない。定量的な研究を行う者によって利用される方法と，この方法に刻み込まれた方法論的前提

は区別されなければならない。新しい政治算術を提案する者は，社会の状態を計測する役割を来

たすばかりではなく，新しい政治算術を政策科学 (committedpolicy scholarship)の一部と見なし，

彼らの研究を満たす前提を確実に知ろうと努めるだろう。

さらに，新しい政治算術は原因と結果を計算するのみならず， rイ可が重要かJ，なぜそうなのか
についての分析にも取り組んでいる。これは， 1970年代に政治算術への共通した批判として指摘

された fブラックボックス」の問題を避けるために不可欠である。何が重要かを研究するには，

結果とともに f過程Jを研究しなければならない。急激な社会的・経済的・制度的変化が生じて
いる文脈で，社会調査の定量的な方法と定性的な方法を結びつけるやり方を発見することがさら

に重要になってきている。行為者は見識のある存在として認識されなければならない。こうした

考え方は結果を形づくる際に明らかに重要である。それゆえ，社会と教育の研究者は，彼らが生

きている社会と関わらせて，ポスト産業化の可能性について人々と対話するために生まれた知識

を利用する必要がある。そして，新しい政治算術は f制度の創設Jのための政治的プロジェクト
の一部として，理論構築の過程に関わらなければならない(Dahr巴ndorf1985)。この意味において，

新しい政治算術は， 20世紀末，教育的，社会的，経済的，政治的状況が変北しつつあるという情

勢の下で，すでに定義されたような政治経済学という永遠の問題に取り組むことが期待される。

たとえば， 20世紀後半の社会変動に対する不安感は，教育の巨標や目的に関する信頼の全般的

な危機によるものであった。イギリスや合衆国においては，ニューライトが， rわれわれには，
これがいかなる種類の社会であるのか，もはやわからないかもしれない。しかし，それが市場経

済であること，そして市場経済を機能させるための最良の方法は政府の干渉を最小眼にすること

についてはわれわれも理解しているJ(Block 1990， p. 3) と主張して，最近数十年濁の撹乱に対

応してきた。こうした態度が， 10年以上もの間，両国において教育に関する意志決定を特撮づけ

てきた。教育システムについては，いかにしてシステムが市場の命令を満足させるために組織さ

れ得るのかという見地から頻繁に議論が重ねられてきた。「自由市場Jの道態的，政治的基盤と
その結果に反対してきた社会学者や教育学者は，そのエネルギーを，福祉国家の将来に対する自

由市場の締結を記述し，評価することに向けるようになった。しかしながら，次のような点，す

なわち，第1に， 20世紀を通して社会学的洞察を与えてくれた，産業社会とその社会制度に関す

る理論の記述的・分析的な力が深刻なまでに弱ってきたこと，第2に，東欧およびソ連における
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最近の動向をふまえると，資本主義の代替となるべき社会的装置の創設に関しでも，深刻な再検

討が必要になってきたこと (Giroux第 6意， West第33章)は，より重要性を増した課題となり，

ポスト産業化の可能性に関する新しい理論的，経験的研究の発展を遅らせている。その結果，社

会の新たな展望にとって要となる首尾一貫した改革プログラムを提示することが難しくなってき

ている。もっとも，ブロック Block (1990) も述べているように， r教育改革に関する自らの提
案を，社会の動向について広く受け入れられている見解と結びつけるのに成功した者たちは，自

らの改革案弘社会科学の主要な概念に関係づけることができない人々に比べるとはるかに成功

する悟向にあった」ことも事実である (p.8)。

[注]

(1) 19世紀は徹底的な近代化の時代であり，この時期には国民国家を通じてエスニシティは均質化される

傾向にあった。 1919年のベルサイユ条約は，おそらくエスニシティの相違と一致するように国境を再確

定する試みの最たるものであった。しかしながら，それは本質的にヨーロッパ内部でのことであった。

アフリカ諸国の国壌を制定するということは，滞在的関家を自然に分割するというよりも，植民地主義

のたまものであったため，血塗られた市民戦争がその後噴出した。たとえば，連合王国を形成するため

になされたスコットランドやウエールズや北アイルランドのイングランドへの合併のような，あからさ

まに押しつけられた併合は，今もなお激しい政治的争点であるo それは，ウエールズ諾をめぐって，あ

るいはスコットランドの学校や大学の独立行政をめぐる改革論議において，とくに顕著に見受けられる。

アメリカはジェノサイドと奴隷紛の歴史をもち，いまなお，単一言語(もちろん，南西部への移民がも

たらすスペイン諸によってこの単一言語は脅かされているのだが)や大学構内における人穣差別待遇の

廃止や闘争的なポリテイカル・コレクトネスを用いることによって，次代の育成を均質化しようとして

いる。 1989年以前のソピエト連邦は，多種多様な民族コミュニティによる政治的関結を掲げていた。そ

こでは，教育における機会均等は，ヱスニシティに対する図家権力の優位性を証明していたのである。

脱植民地fとした後のインドにおけるヒンズー教徒とイスラム教徒の争いは，逆の環論をあらわしている

といえるだろう。また，フランスとドイツにおける最近の教育に関する歴史は，数カ鴎諮に通じている

子どもたちが遜う学校のカリキュラムや組織をめぐる果てしない戦いを示している。 21世紀においては

個人主義がさらにいっそう浸透するであろうと恩われる。ミハイル・イグナチエフのように，愛と憎し

みが完全に個人的なものになるような世界の可能性を予見している者もいる。そのような世界を勝ちと

るためには，学校において過去数世代にわたって持続していたような文化とは根本的に異なった文化が

必要条件となる。それは可能であるが，信じがたい夢である。

(2) これらのデータはハルゼ Halseyの f教育Zの優先性J(1972)の「学校と高等教育jの主義と，リンガー

Ringer (1979)のp.229とp.252からのものである。

(3) r彼らはすべて我々の子どもであるjというスピーチは， 1992年5月14日にロサンジェルス州東ロサ
ンジェルスでなされた。

(4) このような予言は，全く信頼できないものであり，最大の注意をもってとり扱われる必要がある。た

とえば， ミシェルとテイケシイラ Misheland Teixeira (1991)は，アメリカの現状について，異なる解

釈をしている。

(5) フリードマンやハイエクのようなニューライトの理論的指導者によって明言されているようなエリー

ト主義的な大学餓に関する議論については，マーギンソン Marginson (1993， p.70)を参照のこと o タ

イムズ紙のウィリアム・リーモッグWiJ1iamRees-Moggの記事も参照(ロンドン， 1995年5月1日)。
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(6) ここでは，このことばは，単一文化から多元主義社会へという，主に渡洋の植民地主義の崩壊の結果

として設場した変化を際だたせるために広い意味で、用いられている。すべての有色人種が教育的不利益

を被っているわけではないが，多少なりとも植民地主義や植民地支配によって特徴づけられた心牲をも

っ人々は，そうなりがちである。内なる植民地主義や制度的人種差別主義に憶する概念については議論

する紙将はない。また，ポスト植民地主義による都市社会への移民と比較して，先住民が占める佼震に

は差異がある。人緩差別主義と教育についてのより長まかな議論のためには，これらの差異やその分析に

用いられている様々な概念についての議論が必要である O

(7) 1923年にマーシャルはこの論文に「若者らしい楽天性を示す」という手著書きの脚注を餐き加えた。け

れども，マーシャルは，A.c.ピグー Pigouによる fマーシャル経済学論集j(1925)が公刊された持にも，

この部分を芸書き換えなかった。

(8) 政治経済学的な伝統の後継者として最も著名なものとして，ジェームズ・ミードJamesMeadeの f飽

カ・王子等と震の所有j(1964)および「不平等の相続:生物学的，人口学的，社会経済的要因J(1973) 

を参照のこと O 近代主義的リベラル理論家としてのミードの研究は，ここで示したマーシヤルの論文へ

の批判に負けてはいなし、

(到 底際的なデータ収集のカが拡大し，測定技術が発達することは，平等と不平等の傾向についてのより

はっきりした見解をもたらす。今までの解釈の元凶は，有名なクズネッツ治線にあった。それは，逆U

字毅をしており，戦後の先進溺における所得分配の平等化と凶民所得の増加には，この曲線、があてはま

ると信じ込まれていた。最近の評価では， A. B.アトキンソン A.B. Atkinsonが，ヨーロッパの図々は「不

平等が持とともに減少していくというクズネッツ曲線の下降部分には位援してJ(1995 p.63)はいない

とためらいがちに結論づけるようになった。実際， 1980年代において，不平等の減少に結びっく進歩は，

規則的というよりも例外的であった。不平等が根深い合衆国でも，不平等の程度が低い水殺にあるス

ウェーヂンでも，不平等は拡大した。 1980年代半ばには不平等が中程度であった(最近では拡大してい

るが)イギリスにおいても，不平等は拡大したのである。しかしながら，不平等の水準が中間水準にあっ

たもう lつの国で、あるイタリアにおいては，不平等は減少した。北欧諸国や窃ドイツは，可処分所得に

関しては不平等の程度が低い。この点について，南ヨーロッパやアイルランドでは高く，フランスやイ

タリアは中間に属している。

同 マーシャルが社会に広範に広がるべきであると考えた大学教員や専門家の職業経験l丸信頼関係の高

さと同様に，自律性と自由裁蚤の大きさによって特徴づけられている (Fox1974) 0 おそらく，彼は，

産業綴織形態としての主主主主者協悶の発展という彼の描く未来像において，専門化された職業集団内ある

いは専門化された職業集団関に，自己裁選が低く，信頼も低い務関係が発展する危険性があることを認

識している。そして，一方での効率という価値と，もう一方での仕事における人間性愛かな関係という

傾健の潤に存在するデイレンマにもたしかに気づいていたのである。しかしながら，その問題はあまり

に複雑であることが明らかになっている。
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